
  
  

（仮称）｢新しい大阪市をつくる市政改革基本方針Ver.1.0｣（素案） 概要版 （全体像） 

  
～  時 代に合った合理性を持つ仕組みづくりをめざして  ～  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現 状 と 課 題  

 少子・高齢化の顕著な進行など 

 地域コミュニティの現状など 

 地域経済の不振等 

 日本型社会保障モデルの機能不全 

 都市型社会における地域課題・政策

課題の質的変容 

 法人市民税収の減少と扶助費の増

大など大阪市の財政収支への影響 

基本的な考え方  
地 域 か ら 市 政 を 変 え る  

３ つ の 指 針  

将 来 の す が た  

＊ 持続的に発展する大阪市 

＊ 安全で安心な住みやすい大阪市 

＊ 高い都市格をもつ大阪市 

大都市、そして 

いちばん住みたいまちへ 

事項 1-① 市民による地域運営の仕組みづくりへの支援 

（（仮称）「地域活動協議会」の自主的な形成に向けた支援） 

事項 1-② 社会的ビジネスによる公共の再編 

事項 1-③ 地域公共人材の充実への支援 

事項 1-④ 地域活動に対する支援のあり方の再構築 

・財政的支援の再構築 ・人的支援の再構築 など 

事項 1-⑤ 事務事業等の見直しによる地域活動の活性化 

・これまでの負担軽減による活性化 

事項 1-⑥ 市民活動の場と機会の充実 

事項 1-⑦ 市民活動を支える資金確保に向けた支援 

これからの取組の課題 

 公共のあり方についての課題 
 
・ 「つながり」「きずな」の再構

築などにより、地域社会全体で
担う新しい形の公共づくりが
必要 

取 組 期 間  
 
★抜本的な取組 

10 年程度の 

段階的取組 
 
★緊急の取組 

５年程度の 

集中的かつ 

速やかな取組 

 
 地域主権の確立に向けて 

 
・ 「自治の主役は地域の住民で

ある」という理念の実現 

(2)将来像

の実現に

向けた取

組の方針 

実現に

向けた

課題 

実現に

向けた

課題 

実 施 編 理 念 編 

地域力の 
復興 

大都市大阪の 
活力・貢献 

市民生活の 
基盤づくり 

中期的な収支均衡に向けた 
フレームの実現 

 
重点事業へシフト 

担い手の最適化 

有効性、費用対効果

他都市

比較に

よる点

検･精

査など

持続可能な 

大阪市を支える 

行財政基盤の構築 

大都市大阪の

地域力の復興

と公共の再編 

区役所・市役所力

の強化 

１ 大都市大阪の地域力の復興と公共の再編 

(1)大阪の地域社会の将来像 

・ 豊かな地域コミュニティと活発な市民活動 

・ 市民による自主的な地域運営 

・ 社会的ビジネス等で支えられる公共 

・ 企業・大学などと多様に協働する地域社会 

・ 地域の取組を支える区役所・市役所 

(1)地域を支援する区役所づくり 

(2)将来像

の実現に

向けた取

組の方針 

事項 2-①  区役所の地域担当制強化による市民活動支援の強化 

事項 2-②  区役所の相談・調整機能充実等による市民生活支援等の強化

事項 2-③  （仮称）「区政会議」の設置 

事項 2-④ 体制づくり 

事項 2-⑤ 職員づくり 

事項 2-⑥ 新しい市政改革を進めるための人材マネジメント 

事項 2-⑦ 良きガバナンスの実現 

(2)区役所・局を通じた市役所力強化の取組 

(2)将来像

の実現に

向けた取

組の方針 

３ 持続可能な大阪市を支える行財政基盤の構築 

 (1)めざすべき大阪市の行財政の姿 

・ 大阪の質的な発展の重視 

・ 歳入の確保と歳出構造の改善 

・ 国等への制度の再構築等の要求 

   ⇒ バランスのとれた財政構造の構築 

・ 地域力の復興と公共の再編、社会的ニーズ

に適応した施策・事業の再構築 

・ 新しい社会的ニーズに対応できる区役所・

市役所 

   ⇒ 機動的で効果的な行財政運営 

事項 3-① 「事務事業総点検」等に基づく点検・精査 

事項 3-② 市民利用施設等及び都市基盤施設等の管理のあり方検討 

事項 3-③ 外郭団体等のあり方検討 

事項 3-④ 都市基盤施設等の経営形態等のあり方検討 

事項 3-⑤ 公共事業のあり方検討 

事項 3-⑥ 職員数・人件費のあり方検討 

事項 3-⑦ 収入の確保に向けた検討 

施策・事業の再構築の取組と不断の事務事業の点検・精査の取組 

事項 2-⑧ 区役所権限と機能の強化 

事項 2-⑨ 局の区役所支援の強化 

事項 2-⑩ 地域情報を区の施策に反映する仕組みづくり 

事項 2-⑪ 区役所・コミ協区支部協議会・区社協の連携による 

地域活動支援の充実 

事項 2-⑫ 区役所事務の効率化 

(3)地域支援力の強化に向けた取組２ 区役所・市役所力の強化 

(1)区役所・市役所のめざすべき姿 

・ 地域社会全体で担う新しい形の公共のかなめ 
・・・ 

・ 「地域力の復興」にかかる業務を主導的に 

担う区役所 

・ 区役所の支援と地域主権の確立をふまえた 

施策づくりを担う局 

(4)市民サービスの向上と区役所事務の効率化に向けた取組 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 図 ２ 】 「市民生活の基盤づくりの視点」から 【 図 1 】 これからの地域と区役所のイメージ 
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◆地域力の活用
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◆選択と集中

こども・教育／雇用・勤労への重点投資

解消
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社会活力の活性化
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社会福祉
費・医療費
の増大

要介護者の
増加

地域のつな
がり希薄化

産業構造
の変化

生活保護世
帯の増加

雇用形態の
変容

雇用機会の
減少

少子・
高齢化
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事業所
工営所などの統合・再編
（道路・河川・下水道の一体化）
水道局営業所と水道工事センターの再編

事業所
工営所などの統合・再編
（道路・河川・下水道の一体化）
水道局営業所と水道工事センターの再編

（仮称）

地域活動協議会

地域課題について、みん
なで考え、話し合い、解決
に向けて活動するしくみ

地域が、自発的・自主的
に形成するもの

（仮称）

地域活動協議会

地域課題について、みん
なで考え、話し合い、解決
に向けて活動するしくみ

地域が、自発的・自主的
に形成するもの

支援（協働）

区役所
区民と市役所・事業所との架け橋
地域を担当する職員の強化

区役所
区民と市役所・事業所との架け橋
地域を担当する職員の強化

連携強化

小学校区をベースに
できるところから
自主的に形成

それぞれの地域では、地域の皆さんによる高齢者の見守り、子育て支援、防犯・防災な
ど、課題解決に向けたさまざまな取組みが進められています。こうした取組みをより広げて
いくためにも、それぞれの地域団体がそれらの活動を互いに知り、新たな協働による取組
みも重要となっています。
そこで、地域において、おおむね小学校区単位に、自主的に（仮称）地域活動協議会（地

方自治法第202条の5の「地域協議会」ではありません）をつくっていただき、その取組みを

区役所職員がサポートします。
この取組みにより、大阪市内で活動を行う企業や市民活動団体、また在勤・在学の方、

退職された方など潜在的な人材にも、より積極的に参加していただくことが期待できます。
さらに、区役所を道路・水道、子育てに関することなど、いろいろな相談に対応できる地

域の総合窓口にしていきます。
また、区民の皆さんのご意見を区政に反映させ、評価していただくための、いわば区長

のアドバイザーとしての（仮称）区政会議を設置します。

（仮称）区政会議

区民の意見を区政に反映
区政に関する評価

（仮称）区政会議

区民の意見を区政に反映
区政に関する評価

提言・評価



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（単位：百万円（百万円未満四捨五入)）

地域の活性化 1,154 3件 区民センター整備事業　ほか

雇用の創出と自立の支援 713 5件
大阪社会医療センターの運営・整備
助成　ほか

高齢者のための施策 13,945 11件 敬老優待乗車証交付事業　ほか

障害者のための施策 5,524 10件 重度障害者医療費助成　ほか

福祉活動の支援 3,397 5件 各区社会福祉協議会交付金　ほか

保健・医療の充実 1,361 6件 子宮がん検診　ほか

安心実現社会の構築 826 3件 建設局における防災関連事務　ほか

次代を担う人材の育成 8,367 17件
児童生徒就学援助事業(学用品費
等)(給食費)　ほか

循環型社会の形成と環境保全 1,161 3件 容器包装プラスチック収集　ほか

花と緑豊かなまちづくり 617 1件 公園・街路樹の保全育成

快適で便利な住環境づくり 6,174 4件 新婚世帯向け家賃補助制度　ほか

都市交通網の整備 800 2件
コミュニティ系バス運営費補助　ほ
か

道路・橋梁の整備と駐車対策 442 2件
道路台帳の整備並びに管理に関する
事務　ほか

成長産業への支援と経済の活性化 2,769 10件
大阪市企業・大学等立地促進助成制
度を活用した企業誘致事業　ほか

スポーツの振興 2,797 3件
体育館・スポーツセンター・プー
ル・競技施設の運営事業　ほか

生涯学習と女性のための施策 777 3件 市民学習センターの管理運営　ほか

その他 1,457 4件
大阪バイオサイエンス研究所運営助
成　ほか

見直しにより他に負担が生ずると考えら
れるもの 7,103 13件 情報処理センター業務　ほか

合　　計 59,384 105件 （重複を除く　100件）

    　  ゆとりとみどり振興局所管の中長期保全計画に伴う施設改修は、スポーツの振興、その他に分割

他都市水準比較困難・水準上の所要一般財源が１億円以上の事業について、平成22年度主要事
業の概要での施策別に分類すると下表のようになります。

注）　健康福祉局所管の水道料金福祉措置、下水道料金福祉措置は、高齢者のための施策、障害者のための施策に分割

他都市水準比較
困難・水準上額

※　施策別については、平成22年度主要事業の概要により、グループ化が可能なものに
　　ついては中項目、その他は小項目により分類

　  　 健康福祉局所管の民間社会福祉施設職員給与改善費補助金は、雇用の創出と自立の支援、高齢者のための施策、
　　　障害者のための施策に分割

他都市水準比較困難・水準上額の内訳 (施策別）

 

●国等の基準・・・補助率など国等の基準どおり（又は未満）で実施している場合

　　・国庫補助(委託)対象事業

　　・緊急雇用創出事業臨時特例基金等

　　・措置費、施設給付費等で運営される施設にかかる費用
　　・総務省基準による繰出金

　　・児童手当、繰出金(介護保険、土地先行など）等制度上必要なもの

●他都市水準

　政令指定都市のうち、近隣都市として神戸市及び京都市、人口規模等似かよった都市として、横浜市及び名古屋市における類似事業の
　実施状況等により比較

　　水準・・・比較対象4都市のうち、2都市以上とほぼ同水準で実施していると考えられる場合

　　水準を上回っている・・・実施都市が1都市以下、又は2都市以上が実施しているものの他都市に比して事業費等が上回っていると考えられる場合

　　困難・・・ＩＴ経費などの内部事務、予算等の詳細が不明、内容や実施方法等が異なるなど、他都市との比較や水準の試算が困難であると
　　　　　　　考えられる場合

他都市水準
比較困難
４１１億円

他都市水準
を上回っている
１０９億円

他都市水準
３４０億円

他都市水準
比較困難
７８億円

他都市水準
を上回って

いる
５２億円

他都市水準
３０億円

　　国等の基準
２０２億円

他都市水準を上回っているまたは比較困難　639件　650億円

額の大きいものをピックアップ

１億円以上　100件　594億円
　　（対象事業全体に占める割合　91．4％）
３億円以上　　49件　495億円
　　（対象事業全体に占める割合　76．2％）

【 図 ３ 】 「事務事業総点検」に基づく点検・精査 
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取組項目 取組項目
区役所と局のあり方検討

国やシンクタンクなどとの交流強化
23年度 事業委託のスキームづくり

24年度～ 企画提案の公募、事業開始
普及啓発・起業のための講座の開催

23年度 各局区への支援窓口の設置
24年度～ 社会的ビジネス取組の拡充 24年度～ 協働事業の評価・分析
23年度 制度の構築 各種研修・市民フォーラムの実施
24年度 制度の運営 ステップ分析の導入

23～25年度 試行実施、学習プログラム開発
25年度 育成システムモデルの構築・普及

研修事業等の実施
地域団体等への講師派遣事業の充実
地域に依頼する事業の交付金化 24年度～ 顕彰制度の実施

職員の市民活動への参加促進 23年度～ 参加を促進する仕組みの検討

24年度～ 地域に依頼する事業の交付金化の順次拡大
人的支援の再構築 23年度～ 校区等地域への支援の強化 人物重視の採用の推進 24年度～ 新規採用者から実施
地域振興会への加入促進支援 23年度～ 転入者への加入勧奨等促進策の全区展開 服務規律の確保 23年度～ 不祥事根絶プログラムの推進
優れた地域活動の情報流通 23年度 情報流通の拡大の仕組みを検討 23年度 新たな｢課制｣の導入開始
規制等あり方の検討 23年度～ 規制のあり方を検討

地域の意見聴取等の実施
地域意見を踏まえた再構築の仕組みの構築
再構築を踏まえた取組の実施
事務事業等を評価する仕組みづくり
地域集会所、老人憩いの家の使用基準
施設運用基準の緩和等の検討

23年度 公共施設等の活用スペースの把握
24年度 既存施設転用による施設の設置 調査・照会等の簡素効率化の促進 23年度 検討体制の構築

23年度～ ＮＰＯや地域団体等の交流促進 区裁量予算枠の拡大 23年度～ 実施
23年度 市民活動の情報ネットワークの検討

24年度～ 市民活動の情報ネットワークの整備
市民活動推進基金の活用拡大等 23年度～ 区役所の市民協働型事業の本格実施 局事業への区役所関与の仕組みづくり 23年度～ 仕組みの導入

情報提供の充実 区役所支援体制の整備 23年度～ 各局に区役所支援窓口設置
資金調達に関する講座の実施 23年度 区役所と局の関係強化の仕組みの試行

23年度～ マッチングシステムの事業検証と拡充 24年度 各区において順次導入
24年度～ 活動主体の交流の拡大 区役所の情報収集体制の強化

地域支援システム等の活用

取組項目
地域担当職員の育成支援
地域担当職員を支える区役所機能の充実
校区等地域での支援の充実

24年度～ 23年度の検証を踏まえ充実
相談内容を的確に共有する仕組みづくり
｢情報共有ｶﾙﾃ｣の作成等、情報共有の充実
モデル区での、相談・調整機能の充実 24年度～ 外部委託化
道路、河川、下水関係事業の再編 25年度～ 次世代IT基盤への移行

24年度～ モデル区での検証を踏まえ、全区で展開 事務事業の共同実施 23年度 事務事業の共同実施のあり方検討

区役所、事業所への権限移譲と組織全体の
情報共有の仕組みづくり

23年度～

23年4月から実施

良きガバナン
スの実現

23年度

25年度～

新しい市政改
革を進めるた
めの人材マネ
ジメント

地図情報システムの活用拡大

局の区役所支
援の強化

23年度～
区役所業務の特性を重視した人事
異動の推進

23年度～

窓口業務の効率化

企画機能の強化

本市の方針や施策立案機能強化のための組
織機構の検討

事項
2-⑩

23年度～

協働の推進に向けた体制整備

体制づくり
事項
2-④

事項
2-⑤

職員づくり 職員のモチベーション向上やチャ
レンジ精神発揮のための組織風土
づくり

事　項

効果的・効率的なチェックシステムの検討

組織横断的な事業調整、執行管理
の仕組みづくり

事項
2-⑥

地図情報システムを活用した統計情報の提
供

区役所と局の関係強化

地域情報の収集と共有化の充実

長期観点から取り組む事業に係る
計画の適宜見直し

事業コスト情報の｢見える化｣の促
進

現状把握のうえ、方針を検討

ポジティブ・アプローチ手法活用に向けた
研修

事業別等のフルコスト情報(決算)などの公
表

ベストプラクティス、事業評価、チャレン
ジ事業等の実施、職員アンケートの実施

市民や区役所の意見を反映する仕組みの検
討・導入

地域防犯対策、子育て支援に関する事業等
の移管

一部のサービスカウンターで委託化、検
証、方策の策定

職員力と役割意識の向上

区役所、コミ協区支部協議会、区
社協三者の連携による強化

23年度～ 三者連携策のあり方検討

23年度～ 区における中間支援機能の拡充

23年度～

地域との関係における縦割りの弊
害の改善

23年度～

23年度

事項
2-⑦

23年度

24年度～

｢(仮称)地域活動協議会｣への交付金一括交
付等

5年間の主な取組[23～27年度]

大都市大阪の活力につながる海外事務所の
活用

23年度～

5年間の主な取組[23～27年度]

事項
1-④

起業のための相談・アドバイス機能の充実

事　項

事項
1-①

市民による地
域運営の仕組
みづくりへの
支援

(仮称)「地域活動協議会｣への支援
23年度～ 運営助成、地域担当制

社会的ビジネスによる事業委託の
検討と実施

事業助成

事項
1-⑤

事務事業等の
見直しによる
地域活動の活
性化

市民活動の場
と機会の充実

事項
1-⑥

地域公共人材
の充実への支
援

「次世代リーダー」育成のための
仕組みづくり

市民活動を支
える資金確保
に向けた支援

地域活動に対
する支援のあ
り方の再構築

区役所の相談・調整機能の充実

区役所と事業所の連携強化

23年度

事項
2-①

区役所の地域
担当制強化に
よる市民活動
支援の強化

地域担当制の強化
23年度～

 ｢(仮称)区政
会議｣の設置

(仮称)「区政会議｣の設置 23年度～

企業等とのマッチングシステムの
促進

2　区役所・市役所力の強化

事項
2-③

事項
2-②

事　項 5年間の主な取組[23～27年度]

区役所の相
談・調整機能
充実等による
市民生活支援
等の強化

順次、各区に設置

局事業の区役所への移管 23年度～

事項
2-⑪

区役所・コミ
協区支部協議
会・区社協の
連携による地
域活動支援の
充実

事項
2-⑧

区役所権限と
機能の強化

事項
2-⑫

区役所事務の
効率化

事項
1-③

地域公共人材の認定制度の構築

財政的支援の再構築

地域公共人材育成の仕組みづくり 23年度～

地域情報を区
の施策に反映
する仕組みづ
くり

23年度～社会的ビジネスの起業に向けた活
動支援

23年度

市民活動スペースの充実

地域活動活性化に向けた事務事業
の再構築

23年度～

24年度～

23年度

資金確保のための相談窓口の紹
介・あっせんの強化

23年度～

（仮称）「新しい大阪市をつくる市政改革基本方針Ver.1.0　（素案） ～実施編～」主な取組

1　大都市大阪の地域力の復興と公共の再編

事項
2-⑨

社会的ビジネ
スによる公共
の再編

事項
1-②

地域資源活用による、校区等地域
の活動拠点の充実

情報交流の場と機会の提供

23年度～事項
1-⑦

1



3　持続可能な大阪市を支える行財政基盤の構築

取組項目 取組項目
23年 大阪港埠頭公社の株式会社化

27年度 バス事業の収支均衡

｢二人車付作業｣の拡大

5年間で▲4,000人を削減 (削減率▲10.2％)

管理職手当　29年度まで10.0%カット

本市独自の給料表導入の検討

22年度～ 順次：新たな処分検討地の追加

行政委員会委員の報酬額見直しのため、条例
改正

23年度

事項
3-⑤

IT経費

 「事務事業
総点検」等に
基づく点検・
精査

不用額の圧縮と事務事業総点検に
よる削減

事項
3-④

25年度
目途

23年度～

作成経費が2千万円以上の所属は対22年度
予算比較で20％削減、それ以外は10％削
減

職員数・人件
費のあり方検
討

裁量経費に関する不用額のうち、突発的な
要因によるものを除いて、所要一般財源の
50％相当を各所属への配分から減額

高速道路：高速道路網の強化・充実

中期的な財政収支概算のベースと
なる人件費削減額の取組

さらなる削減に向けて
事項
3-⑥

事項
3-③

 22年度～

照明器具の間引き点灯による本庁舎の電気
使用量削減、貯湯式給湯器の廃止によるガ
ス使用量削減など

事　項

事項
3-①

（仮称）「新たな外郭団体改革計
画（素案）」による

5年間の主な取組[23～27年度]

庁舎・事務所の光熱水費

広報印刷物、物品の購入

22年度～

９４０事業の国基準や他都市水準
による分類・整理

１億円以下の事務事業並びに今回は点検・
精査の対象としなかった事務事業について
も、現行のPDCAサイクルや分権型予算編
成システムのもとで、各所属が主体的に、
今回の検討内容などを踏まえ不断の見直し
に取組む

「情報発信ガイドライン」を改訂し、職員
の広報印刷物削減に向けた意識向上を推進
など

競争性のない随意委託契約の今日的な妥当
性について、各所属のチェックを徹底し個
別に精査

22年度～

市民利用施設
等及び都市基
盤施設等の管
理のあり方検
討 都市基盤施設等の管理の効率化など

外郭団体等の
あり方検討

指定管理者制度の導入
　23年度 弘済院第１特別養護老人ホーム
　児童院についても今後、導入を予定

「事務事業総点検（中間とりまとめ）」に
おける23年度削減額については、21事業
を財源配分に反映

全庁的な検討体制の構築
方針を策定

22年度～

22年度
～23年度

23年度～

定年延長を見据えた、新しい人事給与制度を
構築するための検討、人事委員会との意見交
換

市民利用施設等の廃止・転用や機
能統合なども含めた活用方策の精
査など

「公の施設」の管理及び指定管理
者制度

23年度

人事評価制度の評価結果がさらに給与制度
(勤勉手当･昇給)に反映されるよう改善

事項
3-②

23年度～

事　項 5年間の主な取組[23～27年度]

総合メンテナンス方式を導入するとともに指
定管理者制度の導入等の結論を出す

～25年度
中央卸売市場：市場の運営形態

27年目途 大阪港埠頭株式会社と株式会社化が予定され
ている神戸港埠頭公社の経営統合を目指す

港湾事業：大阪港埠頭公社の株式
会社化や阪神港の一体化

都市基盤施設
等の経営形態
等のあり方検
討

海外の事例や他事業者の動向も参考に、さま
ざまな経営形態について引き続き研究・検討

料金体系の一元化等の早期実現に向けて国等
へ要望活動を行う

全庁的な検討体制を構築し、事業の選択と集
中を進めながら、公共事業を実施

焼却工場について公営企業化を図る

23年度

22年度～

22年度
～27年度

22年度中に23年度から始まる経営計画を策
定し推進〔上水道〕

23年度～

22年度～

22年度

22年4月現在の係長級以上の管理職ポスト数
7,891を、5年間で850のポスト数削減

超過勤務手当：前年比10億円の削減を目指
す
行政委員会委員報酬：日額制への見直し、約
１億円の削減

超過勤務手当　22年度予算(75億円)に対し
て半減を目指す

公共事業のあ
り方検討

公共事業のあり方を整理

22年度

人件費予算額
 　22年度2,362億円⇒27年度2,130億円

22年度

適宜：売却困難な用地等の暫定的な利用とし
て、貸付等による有効活用

22年度～

費用対効果の高い新たな広告事業の企画、実
施
本市の広告媒体価値を高めていく管理運営
推進体制の充実

22年度～

対象事業の内1億円以上で金額の大きい事
業を優先的に、地域力の復興、市民生活基
盤の再構築、大都市大阪の活力・貢献の視
点から、必要性、優先性、有効性、費用対
効果、担い手・手段の最適化等について精
査

施策効果検証のために「政策試行」として
数年間事業を休止することや、今後、増加
が確実に見込まれる経費について、「上限
設定」の導入など、いくつかのシナリオを
設定

22年度～

22年度～

事項
3-⑦

～25年度 方針を策定

22年度～

23年度～

～25年度

新規発生未収額の縮減
既存未収金の徴収向上

駐車場、自動販売機・売店等の競争性ある契
約への転換の徹底などにより増収

未収金対策

契約手法等の見直しなど

23年度～

23年度～

上下水道事業：経営改革の推進、
内外への水ビジネスの展開等

競争性の確保やパッケージの利用、ASPの
利用や効率的な基幹系システムの再構築を
促す等、これまで行ってきた効果のある手
法を駆使して指導調整し、IT経費を抑制

不動産売却、資産の有効活用

赤バスの利用促進及び需要の検証を行うとと
もにバス路線の抜本的な再編を実施

23年度～

さらなる給与制度の改革

広告料収入

まちづくりに資する未利用地(学校跡地等）
の新たな売却手法の指針策定

23年度～ 【団体数】22年7月時の１／３以下
【派遣職員】22年7月時の１／２以下
【市ＯＢ役員】
　最低限必要な39ポスト以外は公募
【市ＯＢ役員報酬】
　上限900～630万円に引下げ
 (業績評価、役員報酬インセンティブ導入)
【委託料】
　外郭団体等への委託料総額3割削減、
　競争性のない随意契約5割削減
　　　　　　　　　　（21年度決算比）

収入の確保に
向けた検討

粗大ごみ収集や環境整備業務（不法投棄処理
等）の一部について民間委託化

｢(仮称)大阪市　水・環境技術海外展開推進機
構｣を立ち上げる〔上下水道等〕

廃棄物処理：焼却工場の独立採
算、収集の民間委託化など廃棄物
処理事業全体の経営形態のあり方
など

23年度中に24年度から始まる中期経営計画
を策定し推進

交通事業：改革型公営企業として
の取組の推進、経営形態の研究・
検討
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◎三派資料工程表（事項と項目）

				（仮称）「新しい大阪市をつくる市政改革基本方針Ver.1.0（素案）～実施編～」主な取組 カショウアタラオオサカシシセイカイカクキホンホウシンソアンジッシヘンオモトリク

				事　項 コトコウ				取組項目等 トリクミコウモクトウ				事　項 コトコウ				取組項目等 トリクミコウモクトウ

				事項1-①		市民による地域運営の仕組みづくりへの支援		｢(仮称)地域活動協議会｣への支援				事項2-⑧		区役所権限と機能の強化		区裁量予算枠の拡大

																局事業の区への移管

				事項1-②		社会的ビジネスによる公共の再編		（仮称）｢大阪いっしょにやりまひょ特(得)区｣の検討と実施								局事業への区役所関与の仕組みづくり

												事項2-⑨		局の区役所支援の強化		区役所支援体制の整備

								社会的ビジネスの起業に向けた活動支援								区役所と局の関係強化

				事項1-③		地域公共人材の充実への支援		地域公共人材の認定制度の構築				事項2-⑩		地域情報を区の施策に反映する仕組みづくり		地域情報の収集と共有化の充実 シュウシュウジュウジツ

								次世代リーダー育成のための仕組みづくり ジセダイイクセイシク								ＧＩＳ(地図情報システム)の活用拡大 カツヨウカクダイ

								地域公共人材育成のための仕組みづくり チイキコウキョウジンザイイクセイシク				事項2-⑪		区役所等三者の連携による地域活動支援の充実		区役所、コミ協支部、区社協の連携強化 クヤクショキョウシブクシャキョウレンケイキョウカ

				事項1-④		地域活動に対する支援のあり方の再構築		財政的支援の再構築 ザイセイテキシエンサイコウチク

								人的支援の再構築 ジンテキシエンサイコウチク				事項2-⑫		区役所事務の効率化		窓口業務の効率化

								地域振興会加入促進への支援 チイキシンコウカイカニュウソクシンシエン								事務事業の共同実施

				事項1-⑤		事務事業の見直しによる地域活動の活性化		地域活動活性化に向けた事務事業の再構築 チイキカツドウカッセイカムジムジギョウサイコウチク				事項3-①		「事務事業総点検」に基づく点検・精査		９４０事業の国基準や他都市水準による分類・整理 ジギョウクニキジュンタトシスイジュンブンルイセイリ

																庁舎・事務所の光熱水費

				事項1-⑥		市民活動の場と機会の充実		地域資源活用による、校区等地域の活動拠点の充実								広報印刷物、物品の購入

								市民活動推進のための施設の設置と市民活動スペースの拡大								IT経費

																「公の施設」の管理及び指定管理者制度

								情報交流の場と機会の提供								不用額の圧縮と事務事業総点検による削減

				事項1-⑦		市民活動を支える資金確保に向けた支援		市民活動推進基金の活用拡大				事項3-②		市民利用施設等及び都市基盤施設等の管理のあり方検討		市民利用施設等の廃止・転用や機能統合なども含めた活用方策の精査など

								資金確保のための相談窓口の紹介・あっせんの強化

								企業等とのマッチングシステムの促進								都市基盤施設等の管理の効率化など コウリツカ

				事項2-①		区役所の地域担当制強化による市民活動支援の強化 クヤクショチイキタントウセイキョウカ		地域担当制の強化 チイキタントウセイキョウカ				事項3-③		外郭団体等のあり方検討		（仮称）「新たな外郭団体改革計画（素案）」による カショウアラガイカクダンタイカイカクケイカクソアン

												事項3-④		都市基盤施設等の経営形態等のあり方検討		港湾事業：大阪港埠頭公社の株式会社化や阪神港の一体化

				事項2-②		区役所の相談・調整機能充実等による市民生活支援等の強化 クヤクショソウダンチョウセイキノウジュウジツトウトウ		区役所の相談・調整機能の充実
区役所と事業所の連携強化								中央卸売市場：市場の運営形態

																高速道路：高速道路網の強化・充実

				事項2-③		｢(仮称)区政会議｣の設置		｢(仮称)区政会議｣の設置								上下水道事業：経営改革の推進、内外への水ビジネスの展開等

				事項2-④		体制づくり		企画機能の強化

								大都市大阪の活力につながる海外事務所の活用 ダイトシオオサカカツリョクカイガイジムショカツヨウ								交通事業：改革型公営企業としての取組の推進、経営形態の研究・検討

								地域との関係における縦割りの弊害の改善 チイキカンケイタテワ

								協働の推進に向けた体制づくり タイセイ								廃棄物処理：焼却工場の独立採算、収集の民間委託化など廃棄物処理事業全体の経営形態のあり方　　　など

				事項2-⑤		職員づくり		職員力と役割意識の向上

								職員のモチベーション向上やチャレンジ精神発揮のための組織風土づくり				事項3-⑤		公共事業のあり方検討		全庁的な検討体制の構築など ゼンチョウテキケントウタイセイコウチク

												事項3-⑥		職員数・人件費のあり方検討		中期的な財政収支概算のベースとなる人件費削減額の取組

								職員の市民活動への参加促進								さらなる削減に向けて

				事項2-⑥		新しい市政改革を進めるための人材マネジメント アタラシセイカイカクスス		区役所を重視した人事異動の推進								さらなる給与制度の改革

								人物重視の採用の推進 ジンブツジュウシサイヨウスイシン				事項3-⑦		収入の確保に向けた検討		広告料収入

								服務規律の確保　								不動産売却、資産の有効活用

				事項2-⑦		良きガバナンスの実現		組織横断的に事業調整、執行管理の仕組みづくり								契約手法等の見直しなど

								事業コスト情報の｢見える化｣の促進								未収金対策



未定稿



工程表（年次入り）

		（仮称）「新しい大阪市をつくる市政改革基本方針Ver.1.0　（素案） ～実施編～」主な取組 カショウアタラオオサカシシセイカイカクキホンホウシンソアンジッシヘンオモトリクミ																						3　持続可能な大阪市を支える行財政基盤の構築 ジゾクカノウオオサカシササギョウザイセイキバンコウチク

		1　大都市大阪の地域力の復興と公共の再編 ダイトシオオサカチイキリョクフッコウコウキョウサイヘン																						事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド						事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド

																								事項3-①		「事務事業総点検」等に基づく点検・精査 トウ		９４０事業の国基準や他都市水準による分類・整理 ジギョウクニキジュンタトシスイジュンブンルイセイリ		22年度～		対象事業の内1億円以上で金額の大きい事業を優先的に、地域力の復興、市民生活基盤の再構築、大都市大阪の活力・貢献の視点から、必要性、優先性、有効性、費用対効果、担い手・手段の最適化等について精査				事項3-④		都市基盤施設等の経営形態等のあり方検討		港湾事業：大阪港埠頭公社の株式会社化や阪神港の一体化		23年 ネン		大阪港埠頭公社の株式会社化

		事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド						事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド																						27年目途		大阪港埠頭株式会社と株式会社化が予定されている神戸港埠頭公社の経営統合を目指す

		事項1-①		市民による地域運営の仕組みづくりへの支援		(仮称)「地域活動協議会｣への支援 カショウチイキカツドウキョウギカイシエン		23年度～		運営助成、地域担当制 ウンエイジョセイチイキタントウセイ				事項2-④		体制づくり		企画機能の強化		23年度～		区役所と局のあり方検討 クヤクショ

																						本市の方針や施策立案機能強化のための組織機構の検討 ホンシシサクソシキキコウ																		中央卸売市場：市場の運営形態		～25年度 ネンド		総合メンテナンス方式を導入するとともに指定管理者制度の導入等の結論を出す

								24年度～		事業助成

																						国やシンクタンクなどとの交流強化																		高速道路：高速道路網の強化・充実		22年度～		料金体系の一元化等の早期実現に向けて国等へ要望活動を行う

		事項1-②		社会的ビジネスによる公共の再編		社会的ビジネスによる事業委託の検討と実施 シャカイテキジギョウイタクケントウジッシ		23年度 ネンド		事業委託のスキームづくり ジギョウイタク												大都市大阪の活力につながる海外事務所の活用								22年度～		施策効果検証のために「政策試行」として数年間事業を休止することや、今後、増加が確実に見込まれる経費について、「上限設定」の導入など、いくつかのシナリオを設定 セッテイ

								24年度～		企画提案の公募、事業開始																														上下水道事業：経営改革の推進、内外への水ビジネスの展開等		22年度
～27年度		22年度中に23年度から始まる経営計画を策定し推進〔上水道〕

						社会的ビジネスの起業に向けた活動支援 シャカイテキキギョウムカツドウシエン		23年度～		普及啓発・起業のための講座の開催 フキュウケイハツキギョウコウザカイサイ								地域との関係における縦割りの弊害の改善 チイキカンケイタテワ		23年度～		市民や区役所の意見を反映する仕組みの検討・導入 シミンクヤクショイケンハンエイシクケントウドウニュウ

										起業のための相談・アドバイス機能の充実 キノウジュウジツ																																23年度		｢(仮称)大阪市　水・環境技術海外展開推進機構｣を立ち上げる〔上下水道等〕

																		協働の推進に向けた体制整備 タイセイセイビ		23年度		各局区への支援窓口の設置 キョククシエンマドグチセッチ

								24年度～		社会的ビジネス取組の拡充										24年度～		協働事業の評価・分析								22年度～		１億円以下の事務事業並びに今回は点検・精査の対象としなかった事務事業についても、現行のPDCAサイクルや分権型予算編成システムのもとで、各所属が主体的に、今回の検討内容などを踏まえ不断の見直しに取組む								交通事業：改革型公営企業としての取組の推進、経営形態の研究・検討		23年度～ ネンド		23年度中に24年度から始まる中期経営計画を策定し推進

		事項1-③		地域公共人材の充実への支援 ジュウジツ		地域公共人材の認定制度の構築 チイキコウキョウジンザイニンテイセイドコウチク		23年度		制度の構築 セイドコウチク				事項2-⑤		職員づくり		職員力と役割意識の向上		23年度～		各種研修・市民フォーラムの実施 カクシュケンシュウシミンジッシ

								24年度		制度の運営												ステップ分析の導入																				22年度
～23年度		赤バスの利用促進及び需要の検証を行うとともにバス路線の抜本的な再編を実施

						「次世代リーダー」育成のための仕組みづくり ジセダイイクセイシク		23～25年度 ネンド		試行実施、学習プログラム開発 シコウジッシガクシュウカイハツ								職員のモチベーション向上やチャレンジ精神発揮のための組織風土づくり		23年度～		ポジティブ・アプローチ手法活用に向けた研修 シュホウカツヨウムケンシュウ

								25年度 ネンド		育成システムモデルの構築・普及 イクセイコウチクフキュウ																																27年度		バス事業の収支均衡

						地域公共人材育成の仕組みづくり チイキコウキョウジンザイイクセイシク		23年度～		研修事業等の実施 ケンシュウジギョウトウジッシ										23年度		ベストプラクティス、事業評価、チャレンジ事業等の実施、職員アンケートの実施 ジギョウヒョウカジギョウトウジッシショクインジッシ																				23年度～		海外の事例や他事業者の動向も参考に、さまざまな経営形態について引き続き研究・検討

										地域団体等への講師派遣事業の充実																				22年度～		競争性のない随意委託契約の今日的な妥当性について、各所属のチェックを徹底し個別に精査

		事項1-④		地域活動に対する支援のあり方の再構築		財政的支援の再構築 ザイセイテキシエンサイコウチク		23年度		地域に依頼する事業の交付金化 チイキイライジギョウコウフキンカ										24年度～		顕彰制度の実施 ジッシ																		廃棄物処理：焼却工場の独立採算、収集の民間委託化など廃棄物処理事業全体の経営形態のあり方　など		25年度
目途

 ネンドメド		焼却工場について公営企業化を図る

										｢(仮称)地域活動協議会｣への交付金一括交付等								職員の市民活動への参加促進		23年度～ ネンド		参加を促進する仕組みの検討 サンカソクシンシク

														事項2-⑥		新しい市政改革を進めるための人材マネジメント アラシセイカイカクスス		区役所業務の特性を重視した人事異動の推進 クヤクショギョウムトクセイ		23年度～ ネンド		23年4月から実施　 ネンガツ						庁舎・事務所の光熱水費		22年度～		照明器具の間引き点灯による本庁舎の電気使用量削減、貯湯式給湯器の廃止によるガス使用量削減など ショウメイシヨウリョウ										23年度～		粗大ごみ収集や環境整備業務（不法投棄処理等）の一部について民間委託化

								24年度～		地域に依頼する事業の交付金化の順次拡大 チイキイライジギョウコウフキンカジュンジカクダイ

						人的支援の再構築 ジンテキシエンサイコウチク		23年度～		校区等地域への支援の強化 コウクトウチイキシエンキョウカ								人物重視の採用の推進 ジンブツジュウシサイヨウスイシン		24年度～ ネンド		新規採用者から実施 サイヨウシャジッシ																						｢二人車付作業｣の拡大

						地域振興会への加入促進支援		23年度～		転入者への加入勧奨等促進策の全区展開								服務規律の確保　		23年度～ ネンド		不祥事根絶プログラムの推進 フショウジコンゼツスイシン														事項3-⑤		公共事業のあり方検討		公共事業のあり方を整理		22年度～		全庁的な検討体制を構築し、事業の選択と集中を進めながら、公共事業を実施

						優れた地域活動の情報流通 スグチイキカツドウジョウホウリュウツウ		23年度 ネンド		情報流通の拡大の仕組みを検討 ジョウホウリュウツウカクダイシクケントウ				事項2-⑦		良きガバナンスの実現		組織横断的な事業調整、執行管理の仕組みづくり		23年度		新たな｢課制｣の導入開始 アラカセイドウニュウカイシ						広報印刷物、物品の購入		22年度～　		「情報発信ガイドライン」を改訂し、職員の広報印刷物削減に向けた意識向上を推進　など

						規制等あり方の検討 キセイトウカタケントウ		23年度～		規制のあり方を検討 キセイカタケントウ										23年度～		区役所、事業所への権限移譲と組織全体の情報共有の仕組みづくり

		事項1-⑤		事務事業等の見直しによる地域活動の活性化 トウ		地域活動活性化に向けた事務事業の再構築		23年度		地域の意見聴取等の実施 チイキイケンチョウシュトウジッシ																										事項3-⑥		職員数・人件費のあり方検討		中期的な財政収支概算のベースとなる人件費削減額の取組		22年度		5年間で▲4,000人を削減 (削減率▲10.2％)

										地域意見を踏まえた再構築の仕組みの構築 サイコウチクシク												効果的・効率的なチェックシステムの検討										作成経費が2千万円以上の所属は対22年度予算比較で20％削減、それ以外は10％削減 マン												人件費予算額
 　22年度2,362億円⇒27年度2,130億円

								24年度～		再構築を踏まえた取組の実施

										事務事業等を評価する仕組みづくり								事業コスト情報の｢見える化｣の促進		25年度～ ネンド		事業別等のフルコスト情報(決算)などの公表 トウ																						管理職手当　29年度まで10.0%カット

		事項1-⑥		市民活動の場と機会の充実		地域資源活用による、校区等地域の活動拠点の充実		23年度～ ネンド		地域集会所、老人憩いの家の使用基準 チイキ																		IT経費		22年度～		競争性の確保やパッケージの利用、ASPの利用や効率的な基幹系システムの再構築を促す等、これまで行ってきた効果のある手法を駆使して指導調整し、IT経費を抑制 リヨウ								さらなる削減に向けて		22年度		行政委員会委員の報酬額見直しのため、条例改正

										施設運用基準の緩和等の検討								長期観点から取り組む事業に係る計画の適宜見直し チョウキカンテントクジギョウカカケイカクテキギミナオ		23年度 ネンド		現状把握のうえ、方針を検討 ゲンジョウハアクホウシンケントウ

						市民活動スペースの充実 ジュウジツ		23年度		公共施設等の活用スペースの把握 カツヨウ																																23年度		超過勤務手当：前年比10億円の削減を目指す
行政委員会委員報酬：日額制への見直し、約１億円の削減

								24年度		既存施設転用による施設の設置 キゾンシセツテンヨウ								調査・照会等の簡素効率化の促進 チョウサショウカイトウカンソコウリツカソクシン		23年度 ネンド		検討体制の構築 ケントウタイセイコウチク

						情報交流の場と機会の提供		23年度～		ＮＰＯや地域団体等の交流促進				事項2-⑧		区役所権限と機能の強化		区裁量予算枠の拡大		23年度～		実施 ジッシ						「公の施設」の管理及び指定管理者制度		23年度～		指定管理者制度の導入
　23年度 弘済院第１特別養護老人ホーム
　児童院についても今後、導入を予定 シテイカンリシャセイドドウニュウヒロシスミインダイトクベツヨウゴロウジンジドウインコンゴドウニュウヨテイ

								23年度		市民活動の情報ネットワークの検討								局事業の区役所への移管 ヤクショ		23年度～		地域防犯対策、子育て支援に関する事業等の移管 チイキボウハンタイサクコソダシエンカンジギョウトウイカン

								24年度～		市民活動の情報ネットワークの整備																																23年度～ ネンド		22年4月現在の係長級以上の管理職ポスト数7,891を、5年間で850のポスト数削減 カカリチョウキュウイジョウ

		事項1-⑦		市民活動を支える資金確保に向けた支援		市民活動推進基金の活用拡大等 トウ		23年度～		区役所の市民協働型事業の本格実施								局事業への区役所関与の仕組みづくり		23年度～		仕組みの導入 シクドウニュウ						不用額の圧縮と事務事業総点検による削減		23年度　		裁量経費に関する不用額のうち、突発的な要因によるものを除いて、所要一般財源の50％相当を各所属への配分から減額 サイリョウ

						資金確保のための相談窓口の紹介・あっせんの強化		23年度～		情報提供の充実 ジョウホウ				事項2-⑨		局の区役所支援の強化		区役所支援体制の整備		23年度～		各局に区役所支援窓口設置 カクキョククヤクショシエンマドグチセッチ																						超過勤務手当　22年度予算(75億円)に対して半減を目指す

										資金調達に関する講座の実施								区役所と局の関係強化		23年度		区役所と局の関係強化の仕組みの試行 クヤクショキョクカンケイキョウカシクシコウ

						企業等とのマッチングシステムの促進		23年度～		マッチングシステムの事業検証と拡充 カクジュウ										24年度		各区において順次導入										「事務事業総点検（中間とりまとめ）」における23年度削減額については、21事業を財源配分に反映								さらなる給与制度の改革		23年度～		人事評価制度の評価結果がさらに給与制度(勤勉手当･昇給)に反映されるよう改善

								24年度～		活動主体の交流の拡大				事項2-⑩		地域情報を区の施策に反映する仕組みづくり		地域情報の収集と共有化の充実 シュウシュウジュウジツ		23年度～		区役所の情報収集体制の強化 クヤクショジョウホウシュウシュウタイセイキョウカ

																						地域支援システム等の活用																						定年延長を見据えた、新しい人事給与制度を構築するための検討、人事委員会との意見交換

																		地図情報システムの活用拡大 カツヨウカクダイ		23年度～ ネンド		地図情報システムを活用した統計情報の提供 カツヨウトウケイジョウホウテイキョウ		事項3-②		市民利用施設等及び都市基盤施設等の管理のあり方検討		市民利用施設等の廃止・転用や機能統合なども含めた活用方策の精査など キノウトウゴウフクカツヨウホウサクセイサ		～25年度 ネンド		全庁的な検討体制の構築
方針を策定 ゼンチョウテキケントウタイセイコウチクホウシン

		2　区役所・市役所力の強化 クヤクショシヤクショチカラキョウカ

														事項2-⑪		区役所・コミ協区支部協議会・区社協の連携による地域活動支援の充実 クヤクショキョウクシブキョウギカイクシャキョウレンケイチイキカツドウシエンジュウジツ		区役所、コミ協区支部協議会、区社協三者の連携による強化 クヤクショキョウクシブキョウギカイクシャキョウサンシャレンケイキョウカ		23年度～		三者連携策のあり方検討																						本市独自の給料表導入の検討

		事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド																				都市基盤施設等の管理の効率化など		～25年度		方針を策定 ホウシン				事項3-⑦		収入の確保に向けた検討		広告料収入		22年度～		費用対効果の高い新たな広告事業の企画、実施
本市の広告媒体価値を高めていく管理運営
推進体制の充実

		事項2-①		区役所の地域担当制強化による市民活動支援の強化 クヤクショチイキタントウセイキョウカ		地域担当制の強化 チイキタントウセイキョウカ		23年度～		地域担当職員の育成支援

										地域担当職員を支える区役所機能の充実										23年度～		区における中間支援機能の拡充		事項3-③		外郭団体等のあり方検討		（仮称）「新たな外郭団体改革計画（素案）」による		23年度～		【団体数】22年7月時の１／３以下
【派遣職員】22年7月時の１／２以下
【市ＯＢ役員】
　最低限必要な39ポスト以外は公募
【市ＯＢ役員報酬】
　上限900～630万円に引下げ
 (業績評価、役員報酬インセンティブ導入)
【委託料】
　外郭団体等への委託料総額3割削減、
　競争性のない随意契約5割削減
　　　　　　　　　　（21年度決算比） ネンガツジイカサイテイゲンヒツヨウドウニュウガイカクダンタイトウイタクリョウソウガク

										校区等地域での支援の充実

								24年度～		23年度の検証を踏まえ充実 ネンドジュウジツ																														不動産売却、資産の有効活用		22年度～		順次：新たな処分検討地の追加 ジュンジ

		事項2-②		区役所の相談・調整機能充実等による市民生活支援等の強化 クヤクショソウダンチョウセイキノウジュウジツトウトウ		区役所の相談・調整機能の充実

区役所と事業所の連携強化		23年度 ネンド		相談内容を的確に共有する仕組みづくり				事項2-⑫		区役所事務の効率化		窓口業務の効率化		23年度		一部のサービスカウンターで委託化、検証、方策の策定 ホウサクサクテイ																				22年度　		まちづくりに資する未利用地(学校跡地等）の新たな売却手法の指針策定 アラシシン

										｢情報共有ｶﾙﾃ｣の作成等、情報共有の充実

										モデル区での、相談・調整機能の充実										24年度～ ネンド		外部委託化																				22年度～		適宜：売却困難な用地等の暫定的な利用として、貸付等による有効活用 バイキャクコンナンヨウチトウ

										道路、河川、下水関係事業の再編 ドウロカセンゲスイカンケイジギョウサイヘン										25年度～ ネンド		次世代IT基盤への移行 ジセダイキバンイコウ

								24年度～		モデル区での検証を踏まえ、全区で展開								事務事業の共同実施		23年度		事務事業の共同実施のあり方検討 ジムジギョウカタケントウ																		契約手法等の見直しなど		23年度～ ネンド		駐車場、自動販売機・売店等の競争性ある契約への転換の徹底などにより増収

		事項2-③		｢(仮称)区政会議｣の設置		(仮称)「区政会議｣の設置		23年度～　		順次、各区に設置 ジュンジ

																																								未収金対策		23年度～		新規発生未収額の縮減
既存未収金の徴収向上 キゾンミシュウキンチョウシュウコウジョウ
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工程表（年次入り） 20101015_市長説明

		（仮称）「新しい大阪市をつくる市政改革基本方針Ver.1.0　（素案） ～実施編～」主な取組 カショウアタラオオサカシシセイカイカクキホンホウシンソアンジッシヘンオモトリクミ																						3　持続可能な大阪市を支える行財政基盤の構築 ジゾクカノウオオサカシササギョウザイセイキバンコウチク

																								事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド						事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド

		1　大都市大阪の地域力の復興と公共の再編 ダイトシオオサカチイキリョクフッコウコウキョウサイヘン																						事項3-①		「事務事業総点検」に基づく点検・精査		９４０事業の国基準や他都市水準による分類・整理 ジギョウクニキジュンタトシスイジュンブンルイセイリ		22年度～		対象事業の内1億円以上で金額の大きい事業を優先的に、地域力の復興、市民生活基盤の再構築、大都市大阪の活力・貢献の視点から、必要性、優先性、有効性、費用対効果、担い手・手段の最適化等について精査				事項3-④		都市基盤施設等の経営形態等のあり方検討		港湾事業：大阪港埠頭公社の株式会社化や阪神港の一体化		23年 ネン		大阪港埠頭公社,神戸港埠頭公社の株式会社化

		事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド						事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド																						27年目途		両埠頭公社の経営統合

		事項1-①		市民による地域運営の仕組みづくりへの支援		｢(仮称)地域活動協議会｣への支援 カショウチイキカツドウキョウギカイシエン		23年度～		運営助成、地域担当制 ウンエイジョセイチイキタントウセイ				事項2-④		体制づくり		企画機能の強化		23年度～		区役所と局のあり方検討 クヤクショ																		中央卸売市場：市場の運営形態		～25年度 ネンド		総合メンテナンス方式を導入するとともに指定管理者制度の導入等の結論を出す

																						全市的方針立案機能強化の検討

								24年度～		事業助成												施策立案機能を強化する組織機構の検討																		高速道路：高速道路網の強化・充実		22年度～		料金体系の一元化等の早期実現に向けて国等へ要望活動を行う

																						国やシンクタンクなどとの交流強化

		事項1-②		社会的ビジネスによる公共の再編		社会的ビジネスによる事業委託の検討と実施 シャカイテキジギョウイタクケントウジッシ		23年度 ネンド		事業委託のスキームづくり ジギョウイタク								大都市大阪の活力につながる海外事務所の活用 ダイトシオオサカカツリョクカイガイジムショカツヨウ		23年度～ ネンド		組織の見直しと重点化の推進								22年度～		施策効果検証のために「政策試行」として数年間事業を休止することや、今後、増加が確実に見込まれる経費について、上限を設定するキャップ制の導入など、いくつかのシナリオを設定								上下水道事業：経営改革の推進、内外への水ビジネスの展開等		22年度
～27年度		22年度中に23年度から始まる経営計画を策定し推進〔上水道〕

								24年度		企画提案の公募、事業開始

						社会的ビジネスの起業に向けた活動支援 シャカイテキキギョウムカツドウシエン		23年度～		普及啓発講座の実施 フキュウケイハツコウザジッシ								地域との関係における縦割りの弊害の改善 チイキカンケイタテワ		23年度～		市民や区役所の意見を反映する仕組みの検討・導入 シミンクヤクショイケンハンエイシクケントウドウニュウ																				23年度		｢(仮称)大阪市　水・環境技術海外展開推進機構｣を立ち上げる〔上下水道等〕

										起業のための講座開催 コウザ

										起業のための相談・アドバイザー機能の充実 キノウジュウジツ								協働の推進に向けた体制づくり タイセイ		23年度		協働指針に基づく事業の実施																		交通事業：改革型公営企業としての取組の推進、経営形態の研究・検討		23年度～ ネンド		23年度中に24年度から始まる中期経営計画を策定し推進

																				24年度～		協働事業の評価・分析								22年度～		１億円以下の事務事業並びに今回は点検・精査の対象としなかった事務事業についても、現行のＰＤＣＡサイクルや分権型予算編成システムのもとで、各所属が主体的に、今回の検討内容などを踏まえ不断の見直しに取組む

								24年度～		社会的ビジネス取組みの拡充				事項2-⑤		職員づくり		職員力と役割意識の向上		23年度～		各種研修・市民フォーラムの実施
ステップ分析の導入 カクシュケンシュウシミンジッシブンセキドウニュウ																				22年度
～23年度		赤バスの利用促進及び需要の検証を行うとともにバス路線の抜本的な再編を実施

		事項1-③		地域公共人材の充実への支援 ジュウジツ		地域公共人材の認定制度の構築 チイキコウキョウジンザイニンテイセイドコウチク		23年度		制度の構築 セイドコウチク

								24年度		制度の運営								職員のモチベーション向上やチャレンジ精神発揮のための組織風土づくり		23年度～		職員の参加・対話により創造的なアイデアや行動を引き出す手法の活用 ショクインサンカタイワソウゾウテキコウドウヒダシュホウカツヨウ																				27年度		バス事業の収支均衡

						次世代リーダー育成のための仕組みづくり ジセダイイクセイシク		23～25年度 ネンド		試行実施、学習プログラム開発 シコウジッシガクシュウカイハツ																																23年度～		海外の事例や他事業者の動向も参考に、さまざまな経営形態について引き続き研究・検討

								25年度～ ネンド		育成システムモデルの構築・普及 イクセイコウチクフキュウ										23年度		チャレンジ事業等の評価の実施、顕彰制度の構築 ジギョウトウヒョウカジッシケンショウセイドコウチク

						地域公共人材育成のための仕組みづくり チイキコウキョウジンザイイクセイシク		23年度～		研修事業等の実施 ケンシュウジギョウトウジッシ																				22年度～		競争性のない随意委託契約の今日的な妥当性について、各所属のチェックを徹底し個別に精査								廃棄物処理：焼却工場の独立採算、収集の民間委託化など廃棄物処理事業全体の経営形態のあり方　など		25年度
目途

 ネンドメド		焼却工場について公営企業化を図る

										地域団体等への講師派遣事業の充実										24年度～		顕彰制度の実施 ジッシ

		事項1-④		地域活動に対する支援のあり方の再構築		財政的支援の再構築 ザイセイテキシエンサイコウチク		23年度		地域に依頼する事業の交付金化 チイキイライジギョウコウフキンカ								職員の市民活動への参加促進		23年度～ ネンド		参加を促進する仕組みの検討 サンカソクシンシク																				23年度～		粗大ごみ収集や環境整備業務（不法投棄処理等）の一部について民間委託化
｢二人車付作業｣の拡大

										｢(仮称)地域活動協議会｣への交付金一括交付等				事項2-⑥		新たしい市政改革を進めるための人材マネジメント アラシセイカイカクスス		区役所業務の特性を重視した人事異動の推進 クヤクショギョウムトクセイ		23年度～ ネンド		23年4月から実施　 ネンガツ						庁舎・事務所の光熱水費		22年度～		照明器具の間引き点灯による本庁舎の電気使用量削減、貯湯式給湯器の廃止によるガス使用量削減など ショウメイシヨウリョウ

								24年度～		地域に依頼する事業の交付金化の順次拡大 チイキイライジギョウコウフキンカジュンジカクダイ								人物重視の採用の推進 ジンブツジュウシサイヨウスイシン		24年度～ ネンド		新規採用者から実施 サイヨウシャジッシ														事項3-⑤		公共事業のあり方検討		公共事業のあり方を整理		22年度～		全庁的な検討体制の構築

						人的支援の再構築 ジンテキシエンサイコウチク		23年度～		校区等地域への支援の強化 コウクトウチイキシエンキョウカ								服務規律の確保　		23年度～ ネンド		不祥事根絶プログラムの推進 フショウジコンゼツスイシン																						事業の選択と集中を進めながら、公共事業を実施

						地域振興会加入促進への支援 チイキシンコウカイカニュウソクシンシエン		23年度～		転入者への加入勧奨等促進策の全区展開 テンニュウシャカニュウカンショウトウソクシンサクゼンクテンカイ				事項2-⑦		良きガバナンスの実現		組織横断的な事業調整、執行管理の仕組みづくり		23年度		新たな｢課制｣の導入開始 アラカセイドウニュウカイシ						広報印刷物、物品の購入		22年度～　		「情報発信ガイドライン」を改訂し、職員の広報印刷物削減に向けた意識向上を推進　など

		事項1-⑤		事務事業の見直しによる地域活動の活性化		地域活動活性化に向けた事務事業の再構築		23年度		地域の意見聴取等の実施 チイキイケンチョウシュトウジッシ										23年度～		区役所、事業所への権限移譲と組織全体の情報共有の仕組みづくり
効果的・効率的なチェックシステムの検討														事項3-⑥		職員数・人件費のあり方検討		中期的な財政収支概算のベースとなる人件費削減額の取組		22年度		5年間で▲4,000人を削減 (削減率▲10.2％)

										地域意見を踏まえた事務事業等の再構築																																		人件費予算額
  23年度2,329億円⇒27年度2,130億円

								24年度～		再構築を踏まえた取組の実施																						作成経費が2千万円以上の所属は対22年度予算比較で20％削減、それ以外は10％削減 マン

										事務事業等を評価する仕組みづくり								事業コスト情報の｢見える化｣の促進		25年度～ ネンド		事業別等のフルコスト情報(決算)などの公表 トウ																						管理職手当　29年度まで10.0%カット

		事項1-⑥		市民活動の場と機会の充実		地域資源活用による、校区等地域の活動拠点の充実		23年度～ ネンド		地域集会所、老人憩いの家の使用基準 チイキ																														さらなる削減に向けて		22年度		行政委員会委員の報酬額見直しのため、条例改正

										施設運用基準の緩和等の検討								長期間実施されていない計画等の見直し検討 チョウキカンジッシケイカクトウミナオケントウ		23年度 ネンド		検討体制の構築 ケントウタイセイコウチク						IT経費		22年度～		競争性の確保やパッケージの利用、ASPの適用や効率的な基幹系システムの再構築を促す等、これまで行ってきた効果のある手法を駆使して指導調整し、IT経費を抑制

						市民活動推進のための施設の設置と市民活動スペースの拡大		23年度		公共施設等の活用スペースの把握 カツヨウ																																23年度		超過勤務手当：前年比10億円の削減を目指す
行政委員会委員報酬：日額制への見直し、約１億円の削減

								24年度		市民活動推進のための施設の設置								調査・照会等の簡素効率化の促進 チョウサショウカイトウカンソコウリツカソクシン		23年度 ネンド		検討体制の構築 ケントウタイセイコウチク

						情報交流の場と機会の提供		23年度～		市民活動団体や地域団体等の交流促進 シミンカツドウダンタイ				事項2-⑧		区役所権限と機能の強化		区裁量予算枠の拡大		23年度～		実施 ジッシ

								23年度		市民活動の情報ネットワークの検討								局事業の区への移管		23年度～		地域防犯対策、子育て支援等事業の移管 チイキボウハンタイサクコソダシエントウジギョウイカン						「公の施設」の管理及び指定管理者制度		23年度～		指定管理者制度の導入
　23年度 弘済院第１特別養護老人ホーム
　児童院についても今後、導入を予定 シテイカンリシャセイドドウニュウヒロシスミインダイトクベツヨウゴロウジンジドウインコンゴドウニュウヨテイ

								24年度～		市民活動の情報ネットワークの整備								局事業への区役所関与の仕組みづくり		23年度～		仕組みの導入 シクドウニュウ																				23年度～ ネンド		22年4月現在の管理職ポスト数7,891を、5年間で850のポスト数削減
超過勤務手当　22年度予算(75億円)に対して半減を目指す メザ

		事項1-⑦		市民活動を支える資金確保に向けた支援		市民活動推進基金の活用拡大		23年度～		区役所の市民協働型事業の本格実施				事項2-⑨		局の区役所支援の強化		区役所支援体制の整備		23年度～		各局に区役所支援窓口設置 カクキョククヤクショシエンマドグチセッチ

						資金確保のための相談窓口の紹介・あっせんの強化		23年度～		情報提供の充実 ジョウホウ								区役所と局の関係強化		23年度		区役所と局の関係強化の仕組みの検討 クヤクショキョクカンケイキョウカシクケントウ						不用額の圧縮と事務事業総点検による削減		23年度　		裁量経費に関する不用額のうち、突発的な要因によるものを除いて、所要一般財源の▲50％相当を各所属への配分から減額 サイリョウ

										資金調達に関する講座の実施										24年度		各区において順次導入

						企業等とのマッチングシステムの促進		23年度～		マッチングシステムの事業検証と拡充 カクジュウ				事項2-⑩		地域情報を区の施策に反映する仕組みづくり		地域情報の収集と共有化の充実 シュウシュウジュウジツ		23年度～		区役所の地域支援システム充実策の検討 クヤクショチイキシエンジュウジツサクケントウ																		さらなる給与制度の改革		23年度～		人事評価制度の評価結果がさらに給与制度(勤勉手当･昇給)に反映されるよう改善

								24年度～		活動主体の交流の拡大																						「事務事業総点検（中間とりまとめ）」における23年度削減額については、21事業を財源配分に反映

																		地図情報システムの活用拡大 カツヨウカクダイ		23年度～ ネンド		地図情報システムを活用した統計情報の提供 カツヨウトウケイジョウホウテイキョウ																						定年延長を見据えた、新しい人事給与制度を構築するための検討、人事委員会との意見交換

		2　区役所・市役所力の強化 クヤクショシヤクショチカラキョウカ												事項2-⑪		区役所等三者の連携による地域活動支援の充実 クヤクショトウサンシャレンケイチイキカツドウシエンジュウジツ		区役所、コミ協支部、区社協の連携強化 クヤクショキョウシブクシャキョウレンケイキョウカ		23年度～		三者連携策のあり方検討		事項3-②		市民利用施設等及び都市基盤施設等の管理のあり方検討		市民利用施設等の廃止・転用や機能統合なども含めた活用方策の精査など キノウトウゴウフクカツヨウホウサクセイサ		～25年度 ネンド		全庁的な検討体制の構築
方針を策定 ゼンチョウテキケントウタイセイコウチクホウシン

																																												本市独自の給料表導入の検討

		事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド												23年度～		区における中間支援機能の拡充														事項3-⑦		収入の確保に向けた検討		広告料収入		22年度～		費用対効果の高い新たな広告事業の企画、実施
本市の広告媒体価値を高めていく管理運営
推進体制の充実

		事項2-①		区役所の地域担当制強化による市民活動支援の強化 クヤクショチイキタントウセイキョウカ		地域担当制の強化 チイキタントウセイキョウカ		23年度～		地域担当職員の育成支援																		都市基盤施設等の管理の効率化など		～25年度		方針を策定 ホウシン

										地域担当職員を支える区役所機能の充実				事項2-⑫		区役所事務の効率化		窓口業務の効率化		23年度		一部のサービスカウンターで委託化、検証、方策の策定 ホウサクサクテイ

										校区等地域での支援の充実														事項3-③		外郭団体等のあり方検討		（仮称）「新たな外郭団体改革計画（素案）」による		23年度～		【団体数】22年7月時の１／３以下
【派遣職員】22年7月時の１／２以下
【市ＯＢ役員】
　最低限必要な39ポスト以外は公募
【市ＯＢ役員報酬】
　上限900～630万円に引下げ
 (業績評価、役員報酬インセンティブ導入)
【委託料】
　外郭団体等への委託料総額3割削減、
　競争性のない随意契約5割削減
　　　　　　　　　　（21年度決算比） ネンガツジイカサイテイゲンヒツヨウドウニュウガイカクダンタイトウイタクリョウソウガク

								24年度～		23年度の検証を踏まえ充実 ネンドジュウジツ										２４年度～ ネンド		外部委託化																		不動産売却、資産の有効活用		22年度～		順次：新たな処分検討地の追加 ジュンジ

		事項2-②		区役所の相談・調整機能充実等による市民生活支援等の強化 クヤクショソウダンチョウセイキノウジュウジツトウトウ		区役所の相談・調整機能の充実
区役所と事業所の連携強化		23年度 ネンド		相談内容を的確に共有する仕組みづくり										２５年度～ ネンド		次世代IT基盤への移行 ジセダイキバンイコウ																				22年度　		まちづくりに資する未利用地(学校跡地等）の新たな売却手法の指針策定 アラシシン

										｢情報共有ｶﾙﾃ｣の作成等、情報共有の充実								事務事業の共同実施		23年度		事務事業の共同実施のあり方検討 ジムジギョウカタケントウ

										モデル区での、相談・調整機能の充実																																22年度～		適宜：売却困難な用地等の暫定的な利用として、貸付等による有効活用 バイキャクコンナンヨウチトウ

										道路、河川、下水関係事業の再編 ドウロカセンゲスイカンケイジギョウサイヘン

								24年度～		モデル区での検証を踏まえ、全区で展開																														契約手法等の見直しなど		23年度～ ネンド		自動販売機・売店等、駐車場の競争性ある契約への転換の徹底などにより増収

		事項2-③		｢(仮称)区政会議｣の設置		｢(仮称)区政会議｣の設置		23年度～　		順次、各区に設置 ジュンジ

																																								未収金対策		23年度～		新規発生未収額の縮減
既存未収金の徴収向上 キゾンミシュウキンチョウシュウコウジョウ
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工程表（年次入り）20101014_17時

		（仮称）「新しい大阪市をつくる市政改革基本方針Ver.1.0　（素案） ～実施編～」主な取組 カショウアタラオオサカシシセイカイカクキホンホウシンソアンジッシヘンオモトリクミ

																								事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド						事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド

		事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド						事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド				事項3-①		「事務事業総点検」に基づく点検・精査		９４０事業の国基準や他都市水準による分類・整理 ジギョウクニキジュンタトシスイジュンブンルイセイリ		22年度～		対象事業の内1億円以上で金額の大きい事業を優先的に、地域力の復興、市民生活基盤の再構築、大都市大阪の活力・貢献の視点から、必要性、優先性、有効性、費用対効果、担い手・手段の最適化等について精査				事項3-④		都市基盤施設等の経営形態等のあり方検討		港湾事業：大阪港埠頭公社の株式会社化や阪神港の一体化		23年 ネン		大阪港埠頭公社,神戸港埠頭公社の株式会社化

		事項1-①		市民による地域運営の仕組みづくりへの支援		｢(仮称)地域活動協議会｣への支援 カショウチイキカツドウキョウギカイシエン		23年度～		運営助成、地域担当制 ウンエイジョセイチイキタントウセイ				事項2-④		体制づくり		企画機能の強化		23年度～		区役所と局のあり方検討 クヤクショ																				27年目途		両埠頭公社の経営統合

																						全市的方針立案機能強化の検討																		中央卸売市場：市場の運営形態		～25年度 ネンド		総合メンテナンス方式を導入するとともに指定管理者制度の導入等の結論を出す

								24年度～		事業助成												施策立案機能を強化する組織機構の検討

																						国や民間シンクタンクなどとの交流強化 ミンカン																		高速道路：高速道路網の強化・充実		22年度～		料金体系の一元化等の早期実現に向けて国等へ要望活動を行う

		事項1-②		社会的ビジネスによる公共の再編		社会的ビジネスによる事業委託の検討と実施 シャカイテキジギョウイタクケントウジッシ		23年度 ネンド		事業委託のスキームづくり ジギョウイタク								大都市大阪の活力につながる海外事務所の活用 ダイトシオオサカカツリョクカイガイジムショカツヨウ		23年度～ ネンド		組織の見直しと重点化の推進

								24年度		企画提案の公募、事業開始																				22年度～		施策効果検証のために「政策試行」として数年間事業を休止することや、今後、増加が確実に見込まれる経費について、上限を設定するキャップ制の導入など、いくつかのシナリオを設定								上下水道事業：経営改革の推進、内外への水ビジネスの展開等		22年度
～27年度		22年度中に23年度から始まる経営計画を策定し推進〔上水道〕

						社会的ビジネスの起業に向けた活動支援 シャカイテキキギョウムカツドウシエン		23年度～		普及啓発講座の実施 フキュウケイハツコウザジッシ								地域との関係における縦割りの弊害の改善 チイキカンケイタテワ		23年度～		市民や区役所の意見を反映する仕組みの検討・導入 シミンクヤクショイケンハンエイシクケントウドウニュウ

										起業のための講座開催 コウザ																																23年度		｢(仮称)大阪市　水・環境技術海外展開推進機構｣を立ち上げる〔上下水道等〕

										起業のための相談・アドバイザー機能の充実 キノウジュウジツ								協働の推進に向けた体制づくり タイセイ		23年度		協働指針に基づく事業の実施

																				24年度～		協働事業の評価・分析																		交通事業：改革型公営企業としての取組の推進、経営形態の研究・検討		23年度～ ネンド		23年度中に24年度から始まる中期経営計画を策定し推進

								24年度～		社会的ビジネス取組みの拡充				事項2-⑤		職員づくり		職員力と役割意識の向上		23年度～		各種研修・市民フォーラムの実施
ステップ分析の導入 カクシュケンシュウシミンジッシブンセキドウニュウ								22年度～		１億円以下の事務事業並びに今回は点検・精査の対象としなかった事務事業についても、現行のＰＤＣＡサイクルや分権型予算編成システムのもとで、各所属が主体的に、今回の検討内容などを踏まえ不断の見直しに取組む

		事項1-③		地域公共人材の充実への支援 ジュウジツ		地域公共人材の認定制度の構築 チイキコウキョウジンザイニンテイセイドコウチク		23年度		制度の構築 セイドコウチク																																22年度
～23年度		赤バスの利用促進及び需要の検証を行うとともにバス路線の抜本的な再編を実施

								24年度		制度の運営								職員のモチベーション向上やチャレンジ精神発揮のための組織風土づくり		23年度～		職員の参加・対話により創造的なアイデアや行動を引き出す手法の活用 ショクインサンカタイワソウゾウテキコウドウヒダシュホウカツヨウ

						次世代リーダー育成のための仕組みづくり ジセダイイクセイシク		23～25年度 ネンド		試行実施、学習プログラム開発 シコウジッシガクシュウカイハツ																																27年度		バス事業の収支均衡

								25年度～ ネンド		育成システムモデルの構築・普及 イクセイコウチクフキュウ										23年度		チャレンジ事業等の評価の実施、顕彰制度の構築 ジギョウトウヒョウカジッシケンショウセイドコウチク																				23年度～		海外の事例や他事業者の動向も参考に、さまざまな経営形態について引き続き研究・検討

						地域公共人材育成のための仕組みづくり チイキコウキョウジンザイイクセイシク		23年度～		研修事業等の実施 ケンシュウジギョウトウジッシ

										地域団体等への講師派遣事業の充実										24年度～		顕彰制度の実施 ジッシ								22年度～		競争性のない随意委託契約の今日的な妥当性について、各所属のチェックを徹底し個別に精査								廃棄物処理：焼却工場の独立採算、収集の民間委託化など廃棄物処理事業全体の経営形態のあり方　など		25年度
目途

 ネンドメド		焼却工場について公営企業化を図る

		事項1-④		地域活動に対する支援のあり方の再構築		財政的支援の再構築 ザイセイテキシエンサイコウチク		23年度		地域に依頼する事業の交付金化 チイキイライジギョウコウフキンカ								職員の市民活動への参加促進		23年度～ ネンド		参加を促進する仕組みの検討 サンカソクシンシク

										｢(仮称)地域活動協議会｣への交付金一括交付等				事項2-⑥		新たしい市政改革を進めるための人材マネジメント アラシセイカイカクスス		区役所を重視した人事異動の推進 クヤクショ		23年度～ ネンド		人事異動から実施　 ジンジイドウ																				23年度～		粗大ごみ収集や環境整備業務（不法投棄処理等）の一部について民間委託化
｢二人車付作業｣の拡大

																												庁舎・事務所の光熱水費		22年度～		照明器具の間引き点灯による本庁舎の電気使用量削減、貯湯式給湯器の廃止によるガス使用量削減など ショウメイシヨウリョウ

								24年度～		地域に依頼する事業の交付金化の順次拡大 チイキイライジギョウコウフキンカジュンジカクダイ								人物重視の採用の推進 ジンブツジュウシサイヨウスイシン		24年度～ ネンド		新規採用者から実施 サイヨウシャジッシ

						人的支援の再構築 ジンテキシエンサイコウチク		23年度～		校区等地域への支援の強化 コウクトウチイキシエンキョウカ								服務規律の確保　		23年度～ ネンド		不祥事根絶プログラムの推進 フショウジコンゼツスイシン														事項3-⑤		公共事業のあり方検討		全庁的な検討体制の構築など		22年度～		公共事業のあり方を整理

						地域振興会加入促進への支援 チイキシンコウカイカニュウソクシンシエン		23年度～		転入者への加入勧奨等促進策の全区展開 テンニュウシャカニュウカンショウトウソクシンサクゼンクテンカイ				事項2-⑦		良きガバナンスの実現		組織横断的な事業調整、執行管理の仕組みづくり		23年度		新たな｢課制｣の導入開始 アラカセイドウニュウカイシ																						事業の選択と集中を進めながら、公共事業を実施

		事項1-⑤		事務事業の見直しによる地域活動の活性化		地域活動活性化に向けた事務事業の再構築		23年度		地域の意見聴取等の実施 チイキイケンチョウシュトウジッシ										23年度～		区役所、事業所への権限移譲と組織全体の情報共有の仕組みづくり
効果的・効率的なチェックシステムの検討						広報印刷物、物品の購入		22年度～　		「情報発信ガイドライン」を改訂し、職員の広報印刷物削減に向けた意識向上を推進　など

										地域意見を踏まえた事務事業等の再構築																										事項3-⑥		職員数・人件費のあり方検討		中期的な財政収支概算のベースとなる人件費削減額の取組		22年度		5年間で▲4,000人を削減 (削減率▲10.2％)

								24年度～		再構築を踏まえた取組の実施																																		人件費予算額　23年度　2,329億円　⇒　27年度　2,130億円

										事務事業等を評価する仕組みづくり								事業コスト情報の｢見える化｣の促進		25年度～ ネンド		事業別等のフルコスト情報(決算)などの公表 トウ										作成経費が2千万円以上の所属は対22年度予算比較で20％削減、それ以外は10％削減 マン

		事項1-⑥		市民活動の場と機会の充実		地域資源活用による、校区等地域の活動拠点の充実		23年度～ ネンド		地域集会所、老人憩いの家の使用基準 チイキ																																		管理職手当　29年度まで10.0%カット

										施設運用基準の緩和等の検討								長期間実施されていない計画等の見直し検討 チョウキカンジッシケイカクトウミナオケントウ		23年度 ネンド		検討体制の構築 ケントウタイセイコウチク																		さらなる削減に向けて		22年度		行政委員会委員の報酬額見直しのため、条例改正

						市民活動推進のための施設の設置と市民活動スペースの拡大		23年度		公共施設等の活用スペースの把握 カツヨウ																		IT経費		22年度～		競争性の確保やパッケージの利用、ASPの適用や効率的な基幹系システムの再構築を促す等、これまで行ってきた効果のある手法を駆使して指導調整し、IT経費を抑制

								24年度		市民活動推進のための施設の設置								調査・照会等の簡素効率化の促進 チョウサショウカイトウカンソコウリツカソクシン		23年度 ネンド		検討体制の構築 ケントウタイセイコウチク																				23年度		超過勤務手当：前年比10億円の削減を目指す行政委員会委員報酬：日額制への見直し、約１億円の削減

						情報交流の場と機会の提供		23年度～		市民活動団体や地域団体等の交流促進 シミンカツドウダンタイ				事項2-⑧		区役所権限と機能の強化		区裁量予算枠の拡大		23年度～		実施 ジッシ

								23年度		市民活動の情報ネットワークの検討								局事業の区への移管		23年度～		地域防犯対策、子育て支援等事業の移管 チイキボウハンタイサクコソダシエントウジギョウイカン

								24年度～		市民活動の情報ネットワークの整備								局事業への区役所関与の仕組みづくり		23年度～		仕組みの導入 シクドウニュウ						「公の施設」の管理及び指定管理者制度		23年度～		指定管理者制度の導入
　23年度 弘済院第１特別養護老人ホーム
　児童院についても今後、導入を予定 シテイカンリシャセイドドウニュウヒロシスミインダイトクベツヨウゴロウジンジドウインコンゴドウニュウヨテイ

		事項1-⑦		市民活動を支える資金確保に向けた支援		市民活動推進基金の活用拡大		23年度～		区役所の市民協働型事業の本格実施				事項2-⑨		局の区役所支援の強化		区役所支援体制の整備		23年度～		各局に区役所支援窓口設置 カクキョククヤクショシエンマドグチセッチ																				23年度～ ネンド		22年4月現在の管理職ポスト数7,891を、5年間で850のポスト数削減
超過勤務手当　22年度予算(75億円)に対して半減を目指す メザ

						資金確保のための相談窓口の紹介・あっせんの強化		23年度～		情報提供の充実 ジョウホウ								区役所と局の関係強化		23年度		区役所と局の関係強化の仕組みの検討 クヤクショキョクカンケイキョウカシクケントウ

										資金調達に関する講座の実施										24年度		各区において順次導入

						企業等とのマッチングシステムの促進		23年度～		マッチングシステムの事業検証と拡充 カクジュウ				事項2-⑩		地域情報を区の施策に反映する仕組みづくり		地域情報の収集と共有化の充実 シュウシュウジュウジツ		23年度～		区役所の地域支援システム充実策の検討 クヤクショチイキシエンジュウジツサクケントウ

								24年度～		活動主体の交流の拡大																		不用額の圧縮と事務事業総点検による削減		23年度　		裁量経費に関する不用額のうち、突発的な要因によるものを除いて、所要一般財源の▲50％相当を各所属への配分から減額 サイリョウ								さらなる給与制度の改革		23年度～		人事評価制度の評価結果がさらに給与制度(勤勉手当･昇給)に反映されるよう改善

																		GIS(地図情報システム)の活用拡大 カツヨウカクダイ		23年度～ ネンド		GISを活用した統計情報の提供 カツヨウトウケイジョウホウテイキョウ

																																												定年延長を見据えた、新しい人事給与制度を構築するための検討、人事委員会との意見交換

														事項2-⑪		区役所等三者の連携による地域活動支援の充実 クヤクショトウサンシャレンケイチイキカツドウシエンジュウジツ		区役所、コミ協支部、区社協の連携強化 クヤクショキョウシブクシャキョウレンケイキョウカ		23年度～		三者連携策のあり方検討										「事務事業総点検（中間とりまとめ）」における23年度削減額については、21事業を財源配分に反映

		事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド												23年度～		区における中間支援機能の拡充																						本市独自の給料表導入の検討

		事項2-①		区役所の地域担当制強化による市民活動支援の強化 クヤクショチイキタントウセイキョウカ		地域担当制の強化 チイキタントウセイキョウカ		23年度～		地域担当職員の育成支援														事項3-②		市民利用施設等及び都市基盤施設等の管理のあり方検討		市民利用施設等の廃止・転用や機能統合なども含めた活用方策の精査など キノウトウゴウフクカツヨウホウサクセイサ		～25年度 ネンド		全庁的な検討体制の構築
方針を策定 ゼンチョウテキケントウタイセイコウチクホウシン				事項3-⑦		収入の確保に向けた検討		広告料収入		22年度～		費用対効果の高い新たな広告事業の企画、実施
本市の広告媒体価値を高めていく管理運営
推進体制の充実

										地域担当職員を支える区役所機能の充実				事項2-⑫		区役所事務の効率化		窓口業務の効率化		23年度		一部のサービスカウンターで委託化、検証、方策の策定 ホウサクサクテイ

										校区等地域での支援の充実

								24年度～		23年度の検証を踏まえ充実 ネンドジュウジツ										２４年度～ ネンド		外部委託化						都市基盤施設等の管理の効率化など		～25年度		方針を策定 ホウシン

		事項2-②		区役所の相談・調整機能充実等による市民生活支援等の強化 クヤクショソウダンチョウセイキノウジュウジツトウトウ		区役所の相談・調整機能の充実
区役所と事業所の連携強化		23年度 ネンド		相談内容を的確に共有する仕組みづくり										２５年度～ ネンド		次世代IT基盤への移行 ジセダイキバンイコウ																		不動産売却、資産の有効活用		22年度～		順次：新たな処分検討地の追加 ジュンジ

										｢情報共有ｶﾙﾃ｣の作成等、情報共有の充実								事務事業の共同実施		23年度～		事務事業の共同実施 ジムジギョウ		事項3-③		外郭団体等のあり方検討		（仮称）「新たな外郭団体改革計画（素案）」による		23年度～		団体数：平成22年7月時の１／３以下
派遣職員：平成22年7月時の１／２以下
本市ＯＢ役職員：最低限のポスト（39ポスト）以外：公募制導入
本市ＯＢ役員報酬：上限900万円～630万円に引き下げ（導入予定の業績評価を活用し、役員報酬インセンティブを設定）
委託料：外郭団体等に対する委託料について、総額3割削減。競争性のない随意契約については5割削減。（いずれも21年度決算比） ヘイセイネンガツジイカガイカクダンタイトウタイイタクリョウソウガク										22年度　		まちづくりに資する未利用地(学校跡地等）の新たな売却手法の指針策定 アラシシン

										モデル区での、相談・調整機能の充実

										道路、河川、下水関係事業の再編 ドウロカセンゲスイカンケイジギョウサイヘン																																22年度～		適宜：売却困難な用地等の暫定的な利用として、貸付等による有効活用 バイキャクコンナンヨウチトウ

								24年度～		モデル区での検証を踏まえ、全区で展開

		事項2-③		｢(仮称)区政会議｣の設置		｢(仮称)区政会議｣の設置		23年度～　		順次、各区に設置 ジュンジ																														契約手法等の見直しなど		23年度～ ネンド		自動販売機・売店等、駐車場の競争性ある契約への転換の徹底などにより増収

																																												公営企業からの納付金の納付にかかる条件等の策定 コウエイキギョウノウフキンノウフジョウケントウサクテイ

																																								未収金対策		23年度～		新規発生未収額の縮減
既存未収金の徴収向上 キゾンミシュウキンチョウシュウコウジョウ
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工程表（作業ベース）

				事項 ジコウ		事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド

						事項1-①		市民による地域運営の仕組みづくりへの支援		｢(仮称)地域協議会｣への支援 カショウチイキキョウギカイシエン		23年度～		交付金の一括交付
 コウフキンイッカツコウフ

												24年度～		事業助成

										地域協議会の形成に向けたモデル的取組 チイキキョウギカイケイセイムテキトリクミ		23年度 ネンド		モデル的な取組実施 ジッシ

						事項1-②		社会的ビジネスによる公共の再編		｢大阪いっしょにやりまひょ特(得)区｣の検討と実施 オオサカトクトククケントウジッシ		23年度
 ネンド		事業委託のスキームづくり
 ジギョウイタク

												24年度		企画提案の公募、事業開始

										社会的ビジネスの起業に向けた活動支援 シャカイテキキギョウムカツドウシエン		23年度～		普及啓発講座の実施


 フキュウケイハツコウザジッシ

														起業のためのセミナー開催

														起業の専門的相談・支援窓口の設置

												24年度～		社会的ビジネス取組みの拡充

						事項1-③		地域公共人材の強化への支援		地域公共人材の認定制度の構築 チイキコウキョウジンザイニンテイセイドコウチク		23年度		制度の構築
 セイドコウチク

												24年度		制度の運営

										次世代リーダー育成のための仕組みづくり ジセダイイクセイシク		23～25年度 ネンド		試行実施、学習プログラム開発 シコウジッシガクシュウカイハツ

												25年度～ ネンド		育成システムモデルの構築・普及 イクセイコウチクフキュウ

										地域公共人材育成のための仕組みづくり チイキコウキョウジンザイイクセイシク		23年度～		研修事業等の実施
 ケンシュウジギョウトウジッシ

														地域団体等への講師派遣事業の充実

						事項1-④		地域活動に対する支援のあり方の再構築		財政的支援の再構築 ザイセイテキシエンサイコウチク		23年度		手続きの簡素化、委託事業等の交付金化

 テツヅカンソカイタクジギョウトウコウフキンカ

														｢(仮称)地域協議会｣への交付金一括交付

												24年度～		交付金一括交付の順次拡大

										人的支援の再構築 ジンテキシエンサイコウチク		23年度～		校区等地域への支援の強化 コウクトウチイキシエンキョウカ

										地域振興会加入促進への支援 チイキシンコウカイカニュウソクシンシエン		23年度～		転入者への加入勧奨等促進策の全区展開 テンニュウシャカニュウカンショウトウソクシンサクゼンクテンカイ

						事項1-⑤		本市事務事業の見直しによる地域活動の活性化		市民意見を踏まえた事務事業の再構築 シミンイケンフジムジギョウサイコウチク		23年度		地域の意見聴取等の実施


 チイキイケンチョウシュトウジッシ

														地域意見を踏まえた事務事業等の再構築

												24年度～		再構築を踏まえた取組の実施

														事務事業等を評価する仕組みづくり

						事項1-⑥		市民活動の場と機会の充実		地域資源活用による、校区等地域の活動拠点の充実		23年度～ ネンド		地域集会所、老人憩いの家の使用基準、
 チイキ

														施設運用基準の緩和等の検討

										市民活動推進のための施設の設置と市民活動スペースの拡大		23年度		公共施設等の活用スペースの把握
 カツヨウ

												24年度		市民活動推進のための施設の設置

										情報交流の場と機会の提供		23年度～		市民活動団体や地域団体等の交流促進

 シミンカツドウダンタイ

												23年度		市民活動の情報ネットワークの検討

												24年度～		市民活動の情報ネットワークの整備

						事項1-⑦		市民活動を支える資金確保に向けた支援		市民活動推進基金の活用拡大		23年度～		区役所の市民協働型事業の本格実施

										資金確保のための相談窓口の紹介・あっせんの強化		23年度～		情報提供の充実
 ジョウホウ

														資金調達に関する講座の実施

										企業等とのマッチングシステムの促進		23年度～		マッチングシステムの事業検証と拡充
 カクジュウ

												24年度～		活動主体の交流の拡大

						事項2-①		区役所の地域担当制強化による市民活動支援の強化 クヤクショチイキタントウセイキョウカ		地域担当制の強化 チイキタントウセイキョウカ		23年度～		地域担当職員の育成支援

														地域担当職員を支える区役所機能の充実

														校区等地域での支援の充実

												24年度～		23年度の検証を踏まえ充実 ネンドジュウジツ

						事項2-②		区役所の相談・調整機能充実等による市民生活支援等の強化 クヤクショソウダンチョウセイキノウジュウジツトウトウ		区役所の相談・調整機能の充実
区役所と事業所の連携強化		23年度


 ネンド		８｢(仮称)工営所｣開設

														相談内容を的確に共有する仕組みづくり

														｢情報共有ｶﾙﾃ｣の作成等、情報共有の充実

														モデル区での、相談・調整機能の充実

												24年度～		モデル区での検証を踏まえ、全区で展開

						事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド

						事項2-③		｢(仮称)区政会議｣の設置		｢(仮称)区政会議｣の設置		23年度～　		順次、各区に設置 ジュンジ

						事項2-④		体制づくり		企画機能の強化		23年度～		区役所と局のあり方検討 クヤクショ

														全市的方針立案機能強化の検討

														施策立案機能を強化する組織機構の検討

														国や民間シンクタンクなどとの交流強化

										大都市大阪の活力につながる海外事務所の活用 ダイトシオオサカカツリョクカイガイジムショカツヨウ		23年度～ ネンド		海外事務所の戦略的活用と重点化の推進 カイガイジムショセンリャクテキカツヨウジュウテンカスイシン

										地域との関係における縦割りの弊害の改善 チイキカンケイタテワ		23年度～		市民や区役所の意見を反映する仕組みの検討・導入 シミンクヤクショイケンハンエイシクケントウドウニュウ

										協働の推進に向けた体制づくり タイセイ		23年度		協働指針に基づく事業の実施

												24年度～		協働事業の評価・分析

						事項2-⑤		職員づくり		職員力と役割意識の向上		23年度～		各種研修・市民フォーラムの実施
ステップ分析の導入 カクシュケンシュウシミンジッシブンセキドウニュウ

										職員のモチベーション向上やチャレンジ精神発揮のための組織風土づくり		23年度		顕彰・表彰制度など評価の仕組みの構築

												23年度～		職員アンケートの実施

												24年度～		顕彰・表彰制度の導入

										職員の市民活動への参加促進		23年度～ ネンド		参加を促進する仕組みの検討 サンカソクシンシク

						事項2-⑥		人材マネジメント		区役所を重視した人事異動の推進		23年度～ ネンド		人事異動から実施　 ジンジイドウ

										人物重視の採用の推進 ジンブツジュウシサイヨウスイシン		24年度～ ネンド		新規採用者から実施 サイヨウシャジッシ

										服務規律の確保　		23年度～ ネンド		不祥事根絶プログラムの推進 フショウジコンゼツスイシン

						事項2-⑦		良きガバナンスの実現		組織横断的に事業調整、執行管理の仕組みづくり		23年度～		新たな｢課制｣の導入
効果的・効率的なチェックシステムの検討 アラカセイドウニュウコウカ

										事業コスト情報｢見える化｣の促進		25年度～ ネンド		事業別のフルコスト情報(決算)などの公表

						事項2-⑧		区役所権限と機能の強化		区裁量予算枠の拡大		23年度～		実施 ジッシ

										局事業の区への移管		23年度～		地域防犯対策、子育て支援等事業の移管 チイキボウハンタイサクコソダシエントウジギョウイカン

										局事業への区役所関与の仕組みづくり		23年度～		仕組みの導入 シクドウニュウ

						事項2-⑨		局の区役所支援の強化		区役所支援体制の整備		23年度～		区役所支援体制の整備 クヤクショ

										区役所と局の関係強化		23年度		区役所と局のパートナー制度等の検討
 クヤクショキョクセイドトウ

												24年度		各区において順次導入

						事項2-⑩		地域情報を区の施策に反映する仕組みづくり		地域情報の収集と共有化の充実 シュウシュウジュウジツ		23年度～		区役所の地域支援システム充実策の検討 クヤクショチイキシエンジュウジツサクケントウ

										ＧＩＳ(地図情報システム)の活用拡大 カツヨウカクダイ		23年度～ ネンド		GISを活用した統計情報の配信 カツヨウトウケイジョウホウハイシン

						事項2-⑪		地域活動を支援する中間支援機能の充実		区役所、コミ協支部、区社協の連携強化 クヤクショキョウシブクシャキョウレンケイキョウカ		23年度		三者連携策の検討
 3シャレンケイサクケントウ

												24年度～		区における中間支援機能の拡充

										市民活動情報を総合的に把握する仕組みづくり シミンカツドウジョウホウソウゴウテキハアクシク		23年度		担当別の市民活動情報の統合化の検討 タントウベツシミンカツドウジョウホウトウゴウカケントウ

												24年度		市民活動情報統合システムの導入

						事項2-⑫		区役所事務の効率化		窓口業務の効率化		23年度～		次世代IT基盤の構築 ジセダイ

										事務事業の共同実施		23年度～		事務事業の共同実施 ジムジギョウ

				事項 ジコウ		事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド

				３　大阪市を支え続ける力強い行財政基盤の構築		事項3-①		「事務事業総点検」に基づく点検・精査について		点検・精査 テンケンセイサ		22年度～		対象事業の内1億円以上で金額の大きい事業を優先的に、地域力の復興、市民生活基盤の再構築、大都市大阪の活力・貢献の視点から、必要性、優先性、有効性、費用対効果、担い手・手段の最適化等について精査

												22年度～		施策効果検証のために「政策試行」として数年間事業を休止することや、今後、増加が確実に見込まれる経費について、上限を設定するキャップ制の導入など、いくつかのシナリオを設定

												22年度～		１億円以下の事務事業並びに今回は点検・精査の対象としなかった事務事業についても、現行のＰＤＣＡサイクルや分権型予算編成システムのもとで、各所属が主体的に、今回の検討内容などを踏まえ不断の見直しに取組む

												22年度		競争性のない随意委託契約の今日的な妥当性について、各所属のチェックを徹底し個別に精査

														※ ⇒ 見直し可能となったものから速やかに、23年度以降の予算等へ反映

										庁舎・事務所の光熱水費の節減の徹底について		22年度～		照明器具の間引き点灯による本庁舎の電気代削減、貯湯式給湯器の廃止によるガス代削減　など ショウメイ

										広報印刷物、物品の購入について		22年度　		「情報発信ガイドライン」を改訂し、職員の広報印刷物削減に向けた意識向上を推進　など

														作成経費が20,000千円以上の所属は対22年度予算比較で20％削減、それ以外は10％削減

										IT経費について		22年度～		効率的なIT基盤の構築により、長期的な経費の低廉化が可能となる再構築計画を策定し、順次推進するとともに、競争性の確保やパッケージの利用、ASPの適用やこれまで行ってきた効果のある手法を駆使して指導調整すい、さらなるIT経費の抑制 スイシン

										「公の施設」の管理及び指定管理者制度について				民間事業者に管理代行させることにより市民サービスの向上と市費の縮減が見込まれる施設について、当該施設の使用許可等の管理権限を委任する場合に、指定管理者制度を導入運用

										不用額の圧縮と事務事業総点検による削減について		23年度　		裁量経費に関する不用額のうち、突発的な要因によるものを除いて、所要一般財源の▲50％相当を各所属への配分から減額（▲30億円） サイリョウ

												23年度　		「事務事業総点検（中間とりまとめ）」における23年度削減額については、21事業、▲約3億円を財源配分に反映

														　　※　⇒　毎年33億円

						事項3-②		市民利用施設等及び都市基盤施設等の管理のあり方検討		市民利用施設等				方針を策定 ホウシン

										都市基盤施設等の管理				方針を策定し推進 ホウシン

						事項3-③		外郭団体等のあり方検討

						事　項 コトコウ				取組項目 トリクミコウモク		5年間の主な取組[23～27年度] ネンカンオモトリクネンド

						事項3-④		都市基盤施設等の経営形態等のあり方検討		港湾事業：大阪港埠頭公社の株式会社化や阪神港の一体化		23年度
 ネンド		大阪港埠頭公社、神戸港埠頭公社の株式会社化
両埠頭公社の経営統合

										中央卸売市場：市場の運営形態		～25年度 ネンド		総合メンテナンス方式を導入するとともに指定管理者制度の導入等の結論を出す

										高速道路：高速道路網の強化・充実

										上下水道事業：経営改革の推進、内外への水ビジネスの展開等		22年度
 ネンド		経営計画を策定し推進

												23年度		｢(仮称)大阪市　水・環境技術海外展開推進機構｣を立ち上げる

										交通事業：改革型公営企業としての取組の推進、将来の経営形態の研究・検討		23年度

 ネンド		中期経営計画を策定し推進

												23年度
～27年度		経営形態を研究・検討するためのプロジェクトチームを立ち上げる

												23年度		バス事業の収支均衡

														バス路線の抜本的な再編

										廃棄物処理：焼却工場の独立採算、収集の民間委託化など廃棄物処理事業全体の経営形態のあり方　　　など		25年度

 ネンド		公営企業化
粗大ごみ収集や環境整備業務（不法投棄処理等）の一部について民間委託化
｢二人車付作業｣の拡大

						事項3-⑤		公共事業のあり方検討				22年度		公共事業のあり方を整理

														事業の選択と集中を進めながら、公共事業を実施

						事項3-⑥		職員数・人件費のあり方検討		中期的な財政収支概算のベースとなる人件費削減額の取組		22年度		｢将来の大阪市職員数｣を算出

														管理職手当　29年度まで10.0%カット

														5年間で▲4,000人を削減 (削減率▲10.2％)

														人件費予算額　23年度　2,329億円　⇒　27年度　2,130億円

										さらなる削減に向けて		22年度		行政委員会委員の報酬額見直しのため、条例改正

												23年度		行政委員会委員報酬：日額制への見直し、約１億円の削減

												23年度		超過勤務手当：前年比10億円の削減を目指す

														22年4月現在の管理職ポスト数6,544を、5年間で700のポスト数削減
超過勤務手当　22年度予算(75億円)に対して半減

										さらなる給与制度の改革				人事評価制度の評価結果がさらに給与制度(勤勉手当･昇給)に反映されるよう改善

														定年延長を見据えた新しい人事給与制度を構築するための検討、人事委員会との意見交換

														本市独自の給料表導入の検討

						事項3-⑦		収入の確保に向けた検討		広告料収入				費用対効果の高い新たな広告事業の企画、実施
本市の広告媒体価値を高めていく管理運営
推進体制の充実

										不動産売却、資産の有効活用		22年度～		順次：新たな処分検討地の追加 ジュンジ

												22年度　		まちづくりに資する未利用地(学校跡地等）の売却手法の策定

												22年度～		適宜：暫定的な利用として、貸付等による有効活用

										契約手法等の見直しなど				自動販売機・売店等、駐車場の競争性ある契約への転換の徹底などにより増収

														公営企業からの納付金

										未収金対策				新規発生未収額の縮減



&C&12(仮称）「新しい大阪市をつくる市政改革基本方針Ver.1.0（素案）～実施編～」主な取組　　（未定稿）

&C&P



年度別

														1		2		3		6

												22年度 ネンド		23年度 ネンド		24年度 ネンド		25～27年度 ネンド		28年度以降 ネンドイコウ

						事項1-①		市民による地域運営の仕組みづくりへの支援		ア　「（仮称）地域協議会」 カショウチイキキョウギカイ

										イ　「（仮称)地域協議会」への支援メニュー カショウチイキキョウギカイシエン				・23年度～　地域協議会への交付金一括交付 ネンドチイキキョウギカイコウフキンイッカツコウフ		・24年度～　事業助成 ネンドジギョウジョセイ

										ウ　地域協議会の形成に向けて チイキキョウギカイケイセイム

						事項1-②		社会的ビジネスによる公共の再編		ア　「大阪いっしょにやりまひょ特（得）区」の検討と実施 オオサカトクトククケントウジッシ				・23年度　社会的ビジネスによる事業委託のスキームづくり
・23年度　選定等のための第三者委員会設置 ネンドシャカイテキジギョウイタクネンドセンテイトウダイサンシャイインカイセッチ		・24年度～　企画提案の公募、実施事業の決定・公表
・24年度～　事業開始 ネンドキカクテイアンコウボジッシジギョウケッテイコウヒョウネンドジギョウカイシ

										イ　社会的ビジネスの起業に向けた活動支援 シャカイテキキギョウムカツドウシエン				・23年度～　普及啓発のための講座事業
・23年度～　起業のためのセミナー開催
・23年度～　産業創造館へ起業の専門的相談・支援窓口の設置 ネンドフキュウケイハツコウザジギョウネンドキギョウカイサイネンドサンギョウソウゾウカンキギョウセンモンテキソウダンシエンマドグチセッチ		・24年度以降　社会的ビジネス取組みの拡充 ネンドイコウシャカイテキトリクカクジュウ

										ウ　取組の拡充 トリクカクジュウ						・24年度　状況を踏まえながら拡充 ネンドジョウキョウフカクジュウ

						事項1-③		地域公共人材の強化への支援		ア　地域公共人材の認定制度の構築 チイキコウキョウジンザイニンテイセイドコウチク				・23年度　制度の構築 ネンドセイドコウチク		・24年度　制度の運営 ネンドセイドウンエイ

										イ　地域活性化リーダーの育成のための仕組みづくり チイキカッセイカイクセイシク				・23～25年度　試行実施、学習プログラム開発 ネンドシコウジッシガクシュウカイハツ				・25年度　報告書の作成・普及
・25年度　育成システムの構築・普及 ネンドホウコクショサクセイフキュウネンドイクセイコウチクフキュウ

										ウ　地域公共人材育成のための研修等の仕組みづくり チイキコウキョウジンザイイクセイケンシュウトウシク				・23年度～　研修事業の実施
・23年度～　地域団体等の学習会講座メニューの充実等 ネンドケンシュウジギョウジッシネンド

						事項1-④		地域活動に対する支援のあり方の再構築		ア　財政的支援の再構築 ザイセイテキシエンサイコウチク				・23年度～　地域協議会への交付金一括交付 ネンドチイキキョウギカイコウフキンイッカツコウフ

										イ　人的支援の再構築 ジンテキシエンサイコウチク				・23年度～　校区単位とする地域担当制度の体制強化 ネンドコウクタンイチイキタントウセイドタイセイキョウカ

										ウ　地域振興会への加入促進による地域活動支援 チイキシンコウカイカニュウソクシンチイキカツドウシエン				・23年度～　加入促進支援実施 ネンドカニュウソクシンシエンジッシ

						事項1-⑤		本市事務事業の見直しによる地域活動の活性化						・23年度　地域の意見聴取等を実施
・23年度　事業の「継続」「廃止」等の方向性のとりまとめ ネンドチイキイケンチョウシュトウジッシネンドジギョウケイゾクハイシトウホウコウセイ		・24年度～　見直しを踏まえた取組を実施
・24年度～　事務事業や実行委員会等を評価する仕組みをつくる ネンドミナオフトリクジッシネンドジムジギョウジッコウイインカイトウヒョウカシク

						事項1-⑥		市民活動の場と機会の充実		ア　既存の地域資源の活用による、校区等地域の地域活動拠点の充実

										イ　市民活動推進のための施設の設置や市民活動のスペースの拡大				・23年度　市民活動のスペースを提供できる公共施設等を把握 ネンド		・24年度　市民活動推進のための施設の設置 ネンド

										ウ　情報交流の場・機会の提供				・23年度　ＮＰＯや地域団体等の交流促進と連携による取組を推進
・23年度　市民活動の情報ネットワークの検討 ネンドスイシンネンド		・24年度～　市民活動の情報ネットワークの整備 ネンド

						事項1-⑦		市民活動を支える資金確保に向けた支援		ア　市民、企業からの寄付金を集めて市民活動を支える市民活動推進基金の活用拡大				・23年度～　区役所が実施する市民協働型事業を本格実施 ネンド

										イ　資金確保のための相談窓口の紹介・あっせんの強化				・23年度～　情報提供の充実
・23年度～　寄付などの資金調達に関する講座の実施 ネンドジョウホウネンドキフ

										ウ　企業等とのマッチングの促進				・23年度～　システムの事業検証及び成立件数や参加主体の拡大 ネンド		・24年度～　システムの認知を高め、企業、ＮＰＯのみならず多様な活動主体の交流の拡大 ネンド

						事項2-①		市民生活や市民活動を総合的に支援する体制の強化		ア　地域担当制の強化				・23年度～　地域担当職員の育成支援
・23年度～　地域担当職員を支える区役所機能の充実 ネンドネンド

										イ　区役所の相談・調整機能の充実				・23年度～　区役所と局の連携を強化する仕組みの整備 ネンド

										ウ　区役所と局・事業所の連携強化				・23年度　「（仮称）工営所」開設、「市民サービス担当（機動班）」を設置
・23年度　区役所の「地域担当」等と「（仮称）工営所」等とで、市民からの相談内容を的確に共有し、迅速かつ適切に対応する仕組みづくりを推進
・23年度　「情報共有カルテ」を作成する等、情報共有の充実強化を進める
・23年度　モデル区に、生活基盤施設に関わる相談に対応できるよう連絡体制を強化
・23年度　校区等地域における市民の主体的な活動への支援の充実 ネンドネンドトウネンドネンドネンド		・24年度～　モデル区での検証を踏まえ、全区で展開 ネンド

						事項2-②		　｢（仮称）区政会議」の設置		ア　「（仮称）区政会議」の設置				・23年度　条例施行→各区に順次設置 ネンドシコウ

						事項2-③		体制づくり		ア　縦割りや重複の弊害の改善				・23年度～　局・室の縦割りや重複の弊害を改善 ネンド

										イ  企画機能の強化に向けた検討				・23年度～　区役所と局のあり方検討
・23年度～　全市的方針立案機能強化のための組織機構の検討
・23年度～　施策立案機能の強化のための組織機構の検討
・23年度～　国や民間シンクタンクなどとの交流強化 ネンドネンドネンドネンド

										ウ　協働の推進に向けた協働のルール等の整備				・23年度　協働指針のルールに基づく協働事業の実施
・23年度～　協働指針に基づく職員研修の実施と業務支援の検討 ネンド		・24年度～　協働事業の進捗調査にもとづく評価・分析

						事項2-④		職員づくり		ア　職員力と役割意識の向上をめざす職員研修の充実				・23年度～　各種研修の実施
・23年度～　市民フォーラムの実施 カクシュケンシュウジッシネンドシミンジッシ

										イ　職員のモチベーション向上やチャレンジ精神発揮のための組織風土づくり				・23年度　顕彰・表彰制度など評価の仕組みの構築及び周知		・24年度～　顕彰・表彰制度の導入

										ウ　職員の市民活動参加促進のための仕組みの検討

										エ　定期的な職員アンケートの実施				・23年度～　アンケートの実施

						事項2-⑤		新しい市政改革を進めるための人材マネジメント		ア　人物重視の採用を推進、社会人経験者等の採用のあり方を見直し						・24年度　新規採用者から実施

										イ　多角的な視点から物事を見つめることのできる人材と、特に高度な専門性を有する人材とをバランスよく養成		・22年度　新しい人事異動基準を策定		・23年度　人事異動から実施　

										ウ　区役所を重視した人事異動の推進		・22年度　新しい人事異動基準を策定		・23年度　人事異動から実施　

										エ　人材育成のための人事評価の徹底

										オ　給与制度への勤務成績の反映の推進など

										カ　変化に対応し役割に応じた働きができる職員を育成する階層別研修プログラムの実施				・23年度　研修プログラムから順次実施

										キ　職場内コミュニケーションの推進				・23年度～　全所属で幹部職員と若手職員等との懇談会等を実施

										ク　技能職員の今後の業務のあり方の明確化				・23年度～　人事異動から実施(地域担当制へ活用など)

										ケ　職員による社会貢献活動を推進		・22年度～　庁舎周辺一斉清掃などを実施

										コ　非正規職員等の活用と本務職員業務の純化				・23年度～　順次実施

										サ　服務規律の確保　～「統制」と「主体性」から不祥事根絶へ～

						事項2-⑥		良きガバナンスの実現		ア　組織横断的に事業調整、執行管理する仕組みづくり				・23年度～　現場への権限委譲と組織全体の情報共有の仕組みづくり
・23年度　効果的・効率的なチェックシステムの検討 ネンドゲンバネンド

										イ　事業コスト情報の「見える化」の促進								・25年度　事業別等のフルコスト情報（決算）などの公表

						事項2-⑦		区役所権限と機能の強化		ア　区裁量予算の拡大				・23年度～　区裁量予算の拡大 ネンド

										イ　局事業の区への移管				・23年度～　局事業の区への移管 ネンド

										ウ　局事業への区役所の関与の仕組みづくり				・23年度～　局事業への区役所の関与の仕組みづくり ネンド

						事項2-⑧		局の区役所支援の強化		ア　区役所支援体制の整備				・23年度～　区役所支援体制の整備 ネンド

										イ　区役所と局の関係強化				・23年度　仕組みの検討		・24年度　仕組みを導入

						事項2-⑨		地域情報を区の施策に反映する仕組みづくり		ア　地域情報の整理と共有化				・23年度　情報を整理・加工し、その共有化を図り、区の施策に反映 ネンド

										イ　ＧＩＳ（地図情報システム）を利用した情報提供

										ウ　既存の仕組みの活用

										エ　さまざまな情報を集約し活用する土壌づくり

						事項2-⑩		地域活動を支援する中間支援機能の充実		ア　地域活動団体への支援、及び（仮称）地域協議会の立ち上げや運営課題等への支援				・23年度～　支援を実施 ネンドシエンジッシ

										イ　各種情報を共有する仕組みの導入を検討し、地域活動支援を充実 カク				・23年度～　地域活動支援を充実 ネンド

						事項2-⑪		区役所事務の効率化		ア　窓口業務の効率化				・23年度開発着手　次世代IT基盤の構築 ネンドカイハツチャクシュ

										イ　事務事業の共同実施				・23年度～　事務事業の共同実施 ネンド

						事項3-①		「事務事業総点検」に基づく点検・精査について		◆点検・精査 テンケンセイサ		・22年度～　対象事業の内1億円以上で金額の大きい事業を優先的に、地域力の復興、市民生活基盤の再構築、大都市大阪の活力・貢献の視点から、必要性、優先性、有効性、費用対効果、担い手・手段の最適化等について精査
 ネンドタイショウジギョウウチオクエンイジョウテキ		23年度以降　毎年33億円＋α
（見直し可能となったものから速やかに、23年度以降の予算等へ反映）						「中期的な収支均衡に向けた対策のフレーム」における「さらなる経費削減　約120億円」の実現

												・22年度～　施策効果検証のために「政策試行」として数年間事業を休止することや、今後、増加が確実に見込まれる経費について、上限を設定するキャップ制の導入など、いくつかのシナリオを設定 ネンド		・23年度～　１億円以下の事務事業並びに今回は点検・精査の対象としなかった事務事業についても、現行のＰＤＣＡサイクルや分権型予算編成システムのもとで、各所属が主体的に、今回の検討内容などを踏まえ不断の見直しに取組む ネンドコンカイ

														・ 23年度～　競争性のない随意委託契約の今日的な妥当性について、各所属のチェックを徹底し個別に精査 ネンド

										◆庁舎・事務所の光熱水費の節減の徹底について		・22年度～　照明器具の間引き点灯による本庁舎の電気代削減 ネンド

												・22年度～　貯湯式給湯器の廃止によるガス代削減 ネンド

										◆広報印刷物、物品の購入について		・22年度　「情報発信ガイドライン」を改訂し、職員の広報印刷物削減に向けた意識向上を推進 ネンド						・作成経費が20,000千円以上の所属は対22年度予算比較で20％削減、それ以外は10％削減

										◆IT経費について		・22年度　19年度予算に比して約22億円を削減 ネンド						・これまで行ってきた効果のある手法を駆使して指導調整にあたり、IT経費の抑制に努める

										◆「公の施設」の管理及び指定管理者制度について								・民間事業者に管理代行させることにより市民サービスの向上と市費の縮減が見込まれる施設について、当該施設の使用許可等の管理権限を委任する場合に、指定管理者制度を導入運用

										◆不用額の圧縮と事務事業総点検による削減について				・23年度　裁量経費に関する不用額のうち、突発的な要因によるものを除いて、所要一般財源の▲50％相当を各所属への配分から減額（▲30億円） ネンド

														・23年度　 「事務事業総点検（中間とりまとめ）」における23年度削減額については、21事業、▲約3億円を財源配分に反映 ネンド

						事項3-②		市民利用施設等及び都市基盤施設等の管理のあり方検討		ア　市民利用施設等								・25年度目途　方針を策定 ネンドモクト		・実施計画取りまとめ ジッシケイカクト

										イ　都市基盤施設等の管理								・～25年度　方針を策定し推進 ネンド

						事項3-③		外郭団体等のあり方検討										・団体数の見直し：基準日の１／３程度まで見直し ダンタイ

																		・派遣職員の引きあげ：基準日の１／２以下 ハケン

																		・本市ＯＢ役職員の見直しとして、公募制導入 ホンイチ

																		・本市ＯＢ役員報酬水準の引き下げ：報酬上限900万円～630万円 ホンイチ

																		・競争性のない随意契約については、概ね5割程度削減

																		・委託料総額については、概ね3割程度削減

																		・競争性のない随意契約については、概ね5割程度削減。

						事項3-④		都市基盤施設等の経営形態等のあり方検討		ア　港湾事業：大阪港埠頭公社の株式会社化や阪神港の一体化

										イ　中央卸売市場：市場の運営形態

										ウ　 高速道路：高速道路網の強化・充実

										エ  上下水道事業：経営改革の推進、内外への水ビジネスの展開等

										オ　交通事業：改革型公営企業としての取組の推進、将来の経営形態の研究・検討

										カ　廃棄物処理：焼却工場の独立採算、収集の民間委託化など廃棄物処理事業全体の経営形態のあり方　　　など

						事項3-⑤		公共事業のあり方検討				・22年度　公共事業のあり方を整理						・事業の選択と集中を進めながら、公共事業を実施

						事項3-⑥		職員数・人件費のあり方検討		ア　中期的な財政収支概算のベースとなる人件費削減額の取組		・22年度　「将来の大阪市職員数」を算出 ネンド						・5年間で▲4,000人を削減（削減率　▲10.2％）

																		・人件費予算額　23年度　2,329億円　⇒　27年度　2,130億円		人件費予算額　23年度　2,329億円　⇒　30年度　2,059億円

												・管理職手当　29年度まで10.0%カット

										イ　さらなる削減に向けて		・22年度　行政委員会委員の報酬額見直しのため、条例改正 ネンド		・23年度　行政委員会委員報酬：日額制への見直し、約１億円の削減 ネンド

														・23年度　超過勤務手当：前年比10億円の削減を目指す ネンド				・超過勤務手当　22年度予算(75億円〔一般会計第一部〕)に対して半減

																		・22年4月現在の管理職ポスト数6,544を、5年間で700のポスト数削減

										ウ　さらなる給与制度の改革								・人事評価制度の評価結果がさらに給与制度(勤勉手当･昇給)に反映されるよう改善

																		・定年延長を見据えた新しい人事給与制度を構築するための検討、人事委員会との意見交換 ジン

																		・本市独自の給料表導入の検討

						事項3-⑦		収入の確保に向けた検討		ア　広告料収入								・費用対効果の高い新たな広告事業の企画、実施
・本市の広告媒体価値を高めていく管理運営
・推進体制の充実

										イ　不動産売却、資産の有効活用		・22年度威光　順次：新たな処分検討地の追加 イコウ

												・22年度　まちづくりに資する未利用地(学校跡地等）の売却手法の策定								22年度　売却目標額の設定（平成22～30年度までの目標額として総額1,300億円＋α）、処分方針の策定

												22年度以降　適宜：暫定的な利用として、貸付等による有効活用

										ウ　契約手法等の見直しなど								・自動販売機・売店等、駐車場の競争性ある契約への転換の徹底などにより増収

																		・公営企業からの納付金

										エ　未収金対策								・新規発生未収額の縮減







